
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

270331096 26年
10月30日

27年
1月29日

27年
3月31日

薬事法に係る
諸手続きの合
理化

【内容】
①「人体用」の医療機器の販売業許可を取得した場合は、動物用医療機器の販売業の許可を不要と
し、各種書式類についても、人体用の医療機器の販売の書式を用いることができるようにすること。
②都道府県ごとにより異なる各種書式・添付書類を統一化すること。統一化できない場合は、一つの
都道府県の様式に従って作成した各種書類について、他の都道府県がこれによる申請等を認めるこ
と。

【提案理由】
○人体用医療機器と動物用医療機器の販売業の許可要件、遵守義務等は同一であり、人体用医療
機器と動物用医療機器の許可手続きを区別する合理的な理由がなく、民間企業に過重な負担を強い
ている。
同一の法体系の中で、都道府県ごとに様式が異なることは極めて不合理であり、様式の統一化がで
きない場合であっても、一つの都道府県の様式に従って作成した各種書式であれば、当然に法令の
要件を満たすものであり、他の都道府県がこれによる申請等を認めない合理的理由がない。

（公社）
リース事
業協会

農林水
産省

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（昭和35年法律第145号）第83条第１項の規定により読み替えて適用
される法第39条の規定は、都道府県知事による動物用高度管理医療
機器の販売業又は貸与業の許可を受けた者でなければ、業として動物
用高度管理医療機器を販売し、授与し、若しくは貸与し、又は販売、授
与若しくは貸与の目的で陳列してはならないことを定めています。
これらの許可及び届出に当たり、動物用医薬品等取締規則（平成16年
農林水産省令第107号）において申請時の様式をそれぞれ定めており、
各都道府県知事に対して、これらの様式に従い申請を行うこととなって
います。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第39条、
第39条の３、第83
条
動物用医薬品等
取締規則第116
条、第120条
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第160条、第163
条

①対応不
可
②現行制
度下で対
応可能

○医療機器は、副作用や機能の障害が生じた場合の人又は動物への生命・健康に与えるリス
クの程度に応じて、高度管理医療機器、管理医療機器及び一般医療機器の３種類のクラスに
分類されます。
　販売に当たっては、リスクの程度に応じて、必要な規制を行い、医療機器の適正な品質、販売
及び使用を確保しています。
　これを前提に、動物は、種類によって体格や代謝を始めとする生物学的特徴が大きく異なるこ
とから、同一の医療機器であっても、人と動物では、生命・健康に与えるリスクの程度が異なる
ため、人用と動物用の医療機器では、クラス分類が異なります。
　よって、人用高度管理医療機器の販売業許可をもって、動物用の販売業許可を不要とするこ
とは、動物用高度管理医療機器の適正な販売等を確保する上で適切ではありません。
○また、平成26年11月、動物用医薬品等取締規則を改正し、動物用高度管理医療機器の許可
等の申請手続について、添付資料を大幅に簡素化しました。
　具体的には、添付資料のうち、申請先の都道府県知事に既に提出した資料については、再度
の提出は不要としました。これにより、人体用高度管理医療機器販売業の許可申請を既に行っ
ていれば、実質的に動物用高度管理医療等販売・貸与業許可申請書（様式第53号）を提出する
だけで申請が可能となりました。
○平成27年３月、都道府県動物薬事専門部局に対して、事業者から許可申請等について、必
要事項を満たした国が定めた様式（様式第53号）が提出された場合、当該様式を受理するよう
指示しました。

270515008 26年
10月14日

27年
4月23日

27年
5月15日

砂糖・でん粉
の価格調整
制度、豚肉差
額関税制度
の見直し

わが国農業の競争力・体質強化を図るとともに、消費者負担から納税者負担への移行等の検討を進
め、甘味資源作物等の生産振興などの目的で需要者から徴収されているマークアップや調整金の見
直し、需要者や消費者の負担を軽減するとともに、この一環として、豚肉の差額関税制度の抜本的見
直しも検討すべきである。

　砂糖・でん粉については、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補正するため、安価な輸入
品から調整金を徴収し、これを主たる財源として、国産品の生産者および製造業者に対し、国産品の
生産・製造コストと販売額との差額相当の交付金を交付している（価格調整制度）。
　しかし、マークアップや調整金は、需要者、ひいては消費者の負担となっているほか、国内産の生産
増大（外国産の輸入減少）や制度の対象とならない小麦調製品・加糖調製品等の輸入増大等が起こ
れば収支の悪化から財源不足に陥る懸念があるなど、不安定な制度設計となっている。また、豚肉の
差額関税制度についても、その適正な運用に向け2012年４月に豚肉の輸入申告に係る審査・検査の
充実等が図られたところであるが、制度自体が不正行為を誘因している面も少なくないとの指摘もあ
る。
　昨年の回答では、TPP交渉の進捗状況も踏まえながら検討したいとのことであったが、現在TPP交
渉の中でも豚肉の関税撤廃について議論されているところであり、こうした状況も踏まえつつ、制度を
抜本的に見直す必要がある。

（一社）
日本経
済団体
連合会

財務省
農林水
産省

【砂糖・でん粉の価格調整制度】
　砂糖・でん粉については、価格調整制度の下、輸入糖・コーンスター
チ用輸入とうもろこし等と国内産品との内外コスト格差を是正するため、
①輸入糖・コーンスターチ用輸入とうもろこし等から調整金を徴収すると
ともに、
②これを主な財源として、生産者及び製造事業者に対し、生産・製造経
費と製品
の販売価格との差額相当分の交付金を交付する政策支援を実施して
います。

【豚肉差額関税制度】
　豚肉の差額関税制度は、
①　輸入品の価格が524円/kg以下のときには、基準輸入価格（546.53
円/kg）に満たない部分を関税として徴収することで、国内養豚農家を保
護する一方、
②　輸入品の価格が524円/kgより高いときには、従価税（4.3％）を適用
することにより、輸入品の関税負担を軽減し、消費者の利益を図る
という仕組みです。

【砂糖・でん粉の
価格調整制度】
砂糖及びでん粉
の価格調整に関
する法律第五
条、第十九条、第
二十一条、第二
十七条、第三
十三条、第三十
五条

【豚肉差額関税
制度】
関税暫定措置法
第二条第二項、
別表一の三（暫
定関税率表）、別
表一の三の二
（基準輸入価格
表）

【砂糖・で
ん粉の価
格調整制
度】
対応不可

【豚肉差
額関税制
度】
その他

【砂糖・でん粉の価格調整制度】
　砂糖・でん粉は、国民生活上なくてはならない基礎的物資であり、我が国食料安全保障上も極
めて重要な品目であることから、安定的に生産できる体制を維持することが必要です。また、原
料となるてん菜、さとうきび、かんしょ及びばれいしょは、北海道、鹿児島県及び沖縄県の地域
経済や地域の雇用を維持するため極めて重要な作物です。一方で、これらの作物には国内生
産者の経営努力では埋めることのできない内外の競争条件の格差が存在するため、国内産砂
糖・でん粉の安定供給、自給率の向上、及び地域経済・雇用の維持のためには、本制度の安定
的な運営が必要であると考えています。

【豚肉差額関税制度】
　豚肉の差額関税制度は、国内養豚農家の保護と消費者の利益の確保という二つの課題に対
処するための仕組みとして措置されたものです。本制度については、これまでも、生産者、関係
事業者及び消費者と意見交換を行ってきたところであり、今後の制度のあり方については、引き
続き、TPP協定交渉参加に関する衆参両院の農林水産委員会決議やＷＴＯ等の国際交渉の進
捗状況も踏まえながら検討すべきものと考えています。また、豚肉の不正輸入の防止について
は、財務省（税関）においては、引き続き、輸入申告に係る審査・検査の充実に努めており、農
林水産省においては、食肉関係業界に対して法令遵守の徹底を指導するなど、厳正に対処し
ているところです。

270630004 26年
10月14日

27年
1月29日

27年
6月30日

株式会社農
林漁業成長
産業化支援
機構の支援
基準要件の
見直し

株式会社農林漁業成長産業化支援機構（以下、「機構」という）が支援対象とする６次産業
化事業体を拡充するため、６次産業化・地産地消法における「農林漁業者等」の定義を広げ
るべきである。具体的には、直接的に農林水産業を営んでいない農林漁業者であっても、６
次産業化の推進等、実質的に農林水産業の利益を向上させる活動をしている者については
「農林漁業者」として位置づけるべきである。
【提案理由】　株式会社農林漁業成長産業化支援機構法の施行により、農林漁業者と２次産
業・３次産業の事業者（以下、「パートナー企業」という）が共同出資で設立する６次産業
化事業体への出資が可能となったが、出資対象事業体には資本構成要件があり、農林漁業者
とパートナー企業との関係では必ず農林漁業者の議決権割合が上回っている必要がある。ま
た６次産業化・地産地消法で、「『農林漁業者等』とは、農業者、林業者もしくは漁業者ま
たはこれらの者の組織する団体をいう」と規定しているが、現状では現実に農業、林業又は
漁業を営んでいることが要件となっている。
　意欲のある農林漁業者は、地域の支援も含め、先見的に６次産業化に取り組んでおり、そ
の結果、自らは農林漁業を直接営まなくなった事業者が多く存在する。こうした事業者が農
林漁業者と認められないため、ファンド出資が出来ない状況にある。
　農林漁業者の定義をより広く取り、事業内容にも着目し、組織の成り立ちや農林漁業者の
利益向上への役割などの観点からも農林漁業者として位置づけられれば、真に意欲のある事
業体への出資が可能となり、６次産業化による新事業の創出、農林漁業全体の利益向上に資
することとなる。

（一
社）日
本経済
団体連
合会

農林水
産省

○株式会社農林漁業成長産業化支援機構法（平成24年法律第83号。
以下「機構法」という。）は、我が国農林漁業を、農林漁業者の所得を確
保し、農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業とす
ることを目的としており、そのために株式会社農林漁業成長産業化機
構（以下「機構」という。）は、農林漁業者が主体となった国内外におけ
る新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出資等の支援を行うこ
ととされています。また、支援対象となる事業者は、地域資源を活用し
た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用
促進に関する法律（平成22年法律第67号。以下「六次産業化・地産地
消法」という。）に基づく総合化事業計画の認定を受けた「農林漁業者
等」とされています。

○この「農林漁業者等」は、農業者、林業者若しくは漁業者又はこれら
の者の組織する団体（これらの者が主たる構成員又は出資者となって
いる法人を含む。）とされています（六次産業化・地産地消法第３条第１
項）。
　この場合において、農業者、林業者若しくは漁業者とは、それぞれ、
「農業」「林業」「漁業」を営む者であり、例えば、
ア　農業については、耕種農業、畜産農業
イ　林業については、育林業、森林生産業
ウ　漁業については、海面漁業、海面養殖業
などを営んでいる方を指します。（詳しくは、日本標準産業分類をご確認
ください。）
　また、個人で農林漁業を営んでいる者だけでなく、農林漁業を営んで
いる法人も含まれます。

地域資源を活用
した農林漁業者
等による新事業
の創出等及び地
域の農林水産物
の利用促進に関
する法律　第３条
株式会社農林漁
業成長産業化支
援機構法　第21
条

現行制度
下で対応
可能

○機構は、機構法に基づき、農林漁業者の経営の安定向上や所得の確保を図るため、農林漁
業者やその組織する団体が主たる出資者となっている法人をその支援対象としていることから、
その出資者が自ら直接農林漁業を営んでいない場合は、機構の支援対象となる「農林漁業者
等」に位置づけることは困難です。

○他方、主たる出資者となる農林漁業者には農林漁業を営んでいる法人も含まれるため、現行
制度においても、自らは農林漁業を直接営まなくなった者であっても、農林漁業を営んでいる法
人の経営に携わっている場合、当該法人が６次産業化事業体の主たる出資者となり、かつ原料
供給を行うことによって、当該６次産業化事業体が機構の支援の対象となることを通して実質的
に支援を受けることが可能です。
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会議に
おける再検
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内閣府
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まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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270630007 26年
10月14日

27年
1月29日

27年
6月30日

動物向け体
外診断用医
薬品の製造
販売手続きの
見直し

　動物向けの体外診断用医薬品の製造販売について、品目に応じて、大臣の承認を要せず届出で足
りるもの（届出品目）と登録認証機関の認証を要するもの（認証品目）を指定すべきである。

【提案理由】薬事法第14条第１項に基づく告示及び第23条の２第１項に基づく告示は、ヒト向けの体外
診断用医薬品の製造販売にあたり、届出品目として130以上の品目を指定し、また、認証品目として
約400の品目を指定している。
　しかし、動物向け体外診断用医薬品についてはこのような規制緩和が進んでおらず、ヒト向けでは
届出とされている医薬品であっても、専ら動物向けに製造販売する場合には、農林水産大臣の承認
を得る必要があり、手続きに多大な手間と時間を要している。
　動物向け体外診断用医薬品は、専ら動物の疾病の診断に使用されることを目的とし、動物の身体に
直接使用されることのないものであり、当該医薬品を用いた動物の肉を通じてヒトの生命・健康に影響
を与えることもない。
　動物向けの体外診断用医薬品等の製造販売についても、品目に応じて、届出品目と認証品目が指
定されれば、新規参入や投資の促進が期待される。さらに、体外診断用医薬品の開発において、まず
動物向けとして開発し、臨床例を積み上げ、診断手法の開発や各種課題解決を行い、十分な確認を
行った上で、ヒト向けに応用していくことが可能となり、結果的にヒト向けの医療の高度化に資すること
となる。

（一社）
日本経
済団体
連合会

農林水
産省

　動物用体外診断用医薬品の製造販売をしようとする者は、医薬品、
医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和
35年法律第145号）第83条第１項の規定により読み替えて適用される同
法第23条の２の５第１項の規定に基づき、品目ごとにその製造販売に
ついての農林水産大臣の承認を受けなければならないこととされていま
す。

　また、同法第83条第１項の規定により読み替えて適用される同法第
23条の２の５第１項に基づき、農林水産大臣が基準を定めて指定する
体外診断用医薬品については、農林水産大臣の承認を受けなくても、
同法第83条第１項の規定により読み替えて適用される同法第23条の２
の12第１項の規定により、製造販売しようとする者は、あらかじめ、品目
ごとに農林水産大臣にその旨を届け出れば、製造販売ができることとさ
れています。

　さらに、同法第83条第１項の規定により読み替えて適用される同法第
23条の２の23第１項の規定に基づき、農林水産大臣が基準を定めて指
定する体外診断用医薬品については、農林水産大臣の承認を受けなく
ても、品目ごとに農林水産大臣の登録を受けた者（登録認証機関）の認
証を受けなければならないこととされています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律（昭和35年
法律第145号）第
83条第１項の規
定により読み替え
て適用される同
法第23条の２の５
第１項、同法第23
条の２の12第１項
及び同法第23条
の２の23第１項

【届出】
検討に着
手

【認証】
対応不可

○動物用体外診断用医薬品の製造販売における届出品目の導入については、公益社団法人
日本動物用医薬品協会において、平成26年度より、届出品目の基準の検討を開始しており、平
成27年度中には結論が得られる見込みです。農林水産省としては、当該結論を踏まえ、薬事･
食品衛生審議会委員等の専門家の意見を聴いた上で、届出品目基準の導入に向けて検討を
進めたいと考えています。

○登録認証機関による認証品目については、１品目当たり、国の承認に要する経費に比べて、
認証に要する経費が大きくならざるを得ず、また、我が国の動物薬の産業規模は、ヒト用医薬
品の規模に比べ小さいことから、事業者にとってかえって負担になるという意見が動物薬業界
から強く、認証品目の指定は困難と考えております。

270630033 27年
5月18日

27年
6月1日

27年
6月30日

水耕栽培用
の植物工場
について「農
地」の地目の
ままでの建設
を認めること

【要望内容】
「農地」の地目のままで、コンクリートで地固めした植物工場を建設することを認めること

【理由】
現在、農地をコンクリートで地固めして植物工場を建設すると、農地法で農地と認められず、雑種地と
せざるを得ず、結果として固定資産税が高くなり、コストが上昇して競争力が低下している。必要に応
じて、国際先端テストにかけ、諸外国の規制を参考に早期に見直すこと。

日本商
工会議
所

農林水
産省

　農地法上、「農地」とは、耕作の目的に供される土地をいい、この「耕
作」とは、土地に労費を加え肥培管理を行って作物を栽培することをい
います。
　そのため、植物工場を設置する等により、農地をコンクリート等で地固
めし、その土地に労費を加え肥培管理を行うことができなくなる場合は、
「農地」に当たらず、この場合、転用許可が必要です。

農地法第２条 対応不可

　植物工場の設置等により農地をコンクリートで地固めした場合には、その土地に労費を加え肥
培管理を行って作物を栽培することができなくなるため、農地法上の「農地」として扱うことは困
難です。
　また、税制上の地目は、課税の客体となる資産の評価を行う観点から分類されているもので
あり、農地法の適用の可否とは関係ありません。このため、御要望のような植物工場用地を農
地法上の農地とみなしたとしても、単に植物工場用地に農地法の規制が適用されるだけであ
り、税法上の地目認定の考え方が自動的に農地法に準じて変わる訳ではないことを御理解くだ
さい。

270630034 27年
5月18日

27年
6月1日

27年
6月30日

農業の生産
性向上と担い
手の増加を図
るため、株式
会社による農
地の直接所
有を認めるこ
と

【要望内容】
株式会社による農地の直接所有

【理由】
リース方式では、返還リスクを恐れて、大規模な設備投資や土地の改良にチャレンジできないとの声
があるため、「直接所有」を望む声がある。農業の生産性・収益性を高めるとともに、農業の担い手を
確保するためにも、株式会社に農地の直接所有を認める必要がある。

日本商
工会議
所

農林水
産省

　法人が農地の所有権を取得する場合は、次の要件を満たす必要があ
ります。
①　法人形態が、株式会社（公開会社でないもの）、農事組合法人、合
名・合資・合同会社のいずれかであること。
②　主たる事業が農業（農産物の加工・販売等の関連事業を含む。）で
あること。
③　原則として農業関係者が総議決権の４分の３以上を占めること。
④　役員の過半が農業に常時従事する構成員であること等
　ただし、農地について賃借権又は使用貸借による権利を設定する場
合には、上記の要件を満たさない場合であっても農地の権利を取得す
ることが可能です。

農地法第２条第３
項第２号、第３条
第２項第２号及び
第３項

対応不可

　企業の農業参入については、平成21年の農地法改正でリース方式により全面自由化され、同
法改正後５年間に1,712法人が参入するなど、農業界・経済界が連携して前向きに推進していけ
る状況にあります。
　他方、企業の農地所有については、参入した企業が農業から撤退した場合、当該企業の所有
する農地が耕作放棄地や産廃置場になってしまうのではないかといった農業・農村の懸念があ
り、また、（リース方式のリース契約解除のような）確実な原状回復手法が確立されていないこと
から、対応することは困難です。
　なお、農地を所有できる法人（農業生産法人）の要件については、現在、国会に提出している
「農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案」において、このような懸念のない範囲で、
法人の６次産業化等経営発展を推進していく観点から、議決権要件や役員の農作業従事要件
を見直すこととしていますが、更なる要件の緩和については、「「日本再興戦略」改訂2014」（平
成26年６月24日閣議決定）において、「農地中間管理事業の推進に関する法律」の５年後見直
し（法附則に規定）に際して、それまでにリース方式で参入した企業の状況等を踏まえ検討する
こととされています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

270630035 27年
5月18日

27年
6月1日

27年
6月30日

農業の規模
の拡大や生
産性の向上を
図るため、農
業生産法人
における農業
関係者以外
の議決権比
率について、
50％超の場
合も認めるこ
と

【要望内容】
農業生産法人における農業関係者以外の議決権比率について、50％超の場合も認めること

【理由】
民間の経営ノウハウを活かして新たな設備投資やIT化等を進め、規模の拡大や生産性の向上を図る
ため、農業生産法人の農業者以外の構成員比率について、50％超の場合も認めることが求められ
る。

日本商
工会議
所

農林水
産省

　法人が農地の所有権を取得する場合は、次の要件を満たす必要があ
ります。
①　法人形態が、株式会社（公開会社でないもの）、農事組合法人、合
名・合資・合同会社のいずれかであること。
②　主たる事業が農業（農産物の加工・販売等の関連事業を含む。）で
あること。
③　原則として農業関係者が総議決権の４分の３以上を占めること。
④　役員の過半が農業に常時従事する構成員であること等
　ただし、農地について賃借権又は使用貸借による権利を設定する場
合には、上記の要件を満たさない場合であっても農地の権利を取得す
ることが可能です。

農地法第２条第３
項第２号、第３条
第２項第２号及び
第３項

対応不可

　企業の農業参入については、平成21年の農地法改正でリース方式により全面自由化され、同
法改正後５年間に1,712法人が参入するなど、農業界・経済界が連携して前向きに推進していけ
る状況にあります。
　他方、企業の農地所有については、参入した企業が農業から撤退した場合、当該企業の所有
する農地が耕作放棄地や産廃置場になってしまうのではないかといった農業・農村の懸念があ
り、また、（リース方式のリース契約解除のような）確実な原状回復手法が確立されていないこと
から、対応することは困難です。
　なお、農地を所有できる法人（農業生産法人）の要件については、現在、国会に提出している
「農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案」において、このような懸念のない範囲で、
法人の６次産業化等経営発展を推進していく観点から、議決権要件や役員の農作業従事要件
を見直すこととしていますが、更なる要件の緩和については、「「日本再興戦略」改訂2014」（平
成26年６月24日閣議決定）において、「農地中間管理事業の推進に関する法律」の５年後見直
し（法附則に規定）に際して、それまでにリース方式で参入した企業の状況等を踏まえ検討する
こととされています。

270630037 27年
5月18日

27年
6月1日

27年
6月30日

林業再生の
障害となる山
林の利用に
関する制度を
抜本的に見
直すこと

【要望内容】
山林の利用に関する制度の抜本的見直し

【理由】
所有者不明の山林は、森林経営の集約化・大規模化や６次産業化等を進めるうえでの阻害要因と
なっている。そのため、隣接地との境界確認など、山林の有効活用を促進し、強い林業づくりを推進す
る必要がある。

日本商
工会議
所

農林水
産省

　平成23年の森林法改正においては、新たに森林の土地所有者となっ
た者の市町村長への事後届出制度や他の行政機関等が有する森林所
有者情報の共有化等を措置し、森林所有者の特定を推進しているとこ
ろです。
　また、同法改正においては、
①　森林所有者が、早急に間伐を行うことが必要な森林について間伐
を行わない場合に、その森林所有者が不明であっても、都道府県知事
の裁定により、意欲ある者が施業代行を行いやすくする仕組み、
②　円滑な作業路網の整備を可能とするため、所有者が不明な場合で
も、他人の土地について使用権を設定する仕組み
も措置したところです。

森林法
第10条の7の2、
第10条の11の6、
第50条、第191条
の2

現行制度
下で対応
可能

　国産材の安定的・効率的な供給体制の構築による林業の成長産業化の実現のためには、森
林所有者や森林境界の明確化を進め、施業の集約化を促進していくことが重要です。
　このため、新たに森林の土地所有者となった者の事後届出制度や他の行政機関等が有する
森林所有者情報の共有化、森林所有者が不明であっても、意欲ある者が施業代行を行いやす
くする仕組み及び所有者が不明な場合でも、他人の土地について使用権を設定する仕組みな
ど、森林法で措置した、制度の円滑な運用を図ります。
　なお、森林整備地域活動支援交付金による、森林組合等が行う森林所有者の所在確認や境
界の確認等の施業集約化のための活動に対する支援や、都道府県・市町村の林務部局と地籍
部局の情報の共有等により、森林境界の明確化活動を一層推進します。
　これらの取組により、所有者不明山林の課題解決に取組んでまいります。

270630052 27年
6月4日

27年
6月17日

27年
6月30日

加工原料乳
生産者補給
金の直接支
払について

酪農関係の補助金で最も大きなものは加工原料乳生産者補給金ですが、指定団体出荷に限定され
ており、自主販売酪農家が加工向けにより需給調整を行なっても、その費用は全て農家負担となって
います。生乳の販売において需給調整は必ず発生するものであり、自主販売酪農家だけが自己負担
を強いられている状況は、酪農家の自立意欲を減退させるものと思われます。自主販売酪農家につ
いても、加工向けの数量申告に基づき加工原料乳生産者補給金の支払を要望します。
また、指定団体を通しての支払い方法を見直し、農家に直接支払われるよう体制の整備をお願いしま
す。

全国生
乳自主
販売協
議会

農林水
産省

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（昭和40年法律第112号）第１
条の目的を達成するため、同法第５条の規定に基づき、（独）農畜産業
振興機構は、都道府県知事又は農林水産大臣の指定を受けた生乳生
産者団体（以下「指定団体」という。）に対し、指定団体の行う生乳受託
販売に係る加工原料乳につき、その生産者への生産者補給金に充て
るため、生産者補給交付金を交付することができるとされており、交付
された生産者補給金は、同法第12条の規定に基づき全額生産者に交
付されます。

加工原料乳生産
者補給金等暫定
措置法

対応不可

　加工原料乳生産者補給金制度は、指定団体に出荷された加工原料乳のみに補給金を交付
することを通じて、指定団体による生乳の一元集荷・多元販売を促進し、生乳の価格形成の合
理化、集送乳経費の合理化等による酪農業の健全な発達を実現することを目的としており、指
定団体以外に出荷された加工原料乳に対しても補給金を交付すると、目的達成に支障をきたす
ことから、対応は困難です。
　また、生産者への補給金の交付方法については、指定団体に出荷された加工原料乳に対し
て補給金を交付し、乳代精算に併せて指定団体を通じて生産者に補給金を交付することが、行
政コスト軽減の観点から適切であると考えています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

270630053 27年
6月4日

27年
6月17日

27年
6月30日

酪農家、乳業
者に第二の
選択肢を

現状では、酪農家・乳業者とも、補助金や学校給食乳の関係で指定団体出荷以外選択することが困
難な状況です。酪農の経営改善のためには、酪農家が自己の経営の利点を生かし、目的に合った販
売形態の選択ができるようにする必要があります。また乳業者も同様に、原料乳の調達や加工用途
を指定団体に支配されることなく、経営判断での製造と自由な販路開拓をできるようにすることで、弾
力的な対応が可能になり、昨年のようなバターが店頭から消える等の事態も防止できるのです。乳業
者は現在の制度では、販売先からどんなに要望があっても指定団体の許可なしでバターを自由に製
造することができないのです。生産者としても決してこのような状況を望んでいません。
出荷形態の多様化は我が国酪農の存続のためには避けることのできない道です。生産量・酪農家戸
数は減少し、主産地の地域経済は困窮しています。一日も早く政策を打ち出 していただきたく、お願
い申し上げます。

全国生
乳自主
販売協
議会

農林水
産省

酪農家は、指定団体への販売委託を義務付けられておらず、経営判断
により多様な販売が可能です。
乳業者は、学校給食用牛乳等の原料（生乳）について、指定団体以外
からの調達は可能です。
指定団体と乳業者との交渉結果として、バター等向けの販売数量が決
定されていますが、指定団体が乳業者に対してバター等の製造を許可
するものではありません。

－ 事実誤認
既に酪農家自らの経営判断により、多様な出荷方法を選択することは可能となっているなど、
提案内容は事実誤認です。

270731003 27年
1月28日

27年
2月16日

27年
7月31日

（遺伝子組換
え実験宿主）
大腸菌輸入
時の届出の
見直し要望

家畜伝染予防法第三十六条の二第二項に基づくエシェリキア・コリの輸入時の届出について要望を
するもの。

【要望内容】病原性のある「E.coli」の届出について
（遺伝子組換え実験宿主）大腸菌「B株、K12株及びそれらの由来株」については、品名に由来系統名
を明記することにより、家伝法第三十六条の二第二項の輸入届出病原体に含めないこととされたい。
（理由）E.coli B株、K12株及びそれらの由来株については、「遺伝子組換え生物等の規制による生物
の多様性の確保に関する法律」（カルタヘナ法）研究開発二種省令（文科省）、産業利用二種省令「第
三条別表第一号（農林水産大臣他４省大臣が定めるもの）」において安全性の確認されたものとして
リスト化され告示されている。一方で輸入時には、家伝法による事前の届出病原体として通関時に確
認通知書の提示が求められることから、現場で混乱を来すケースが多い。科学的にK-12株、B株及び
それらの由来株とO-157株や出血性大腸炎起因株等の病原性株とは、全ゲノム配列の比較により、
病原性遺伝子の有無や染色体サイズの異なること等が既に明らかにされている。輸入する大腸菌の
大半は遺伝子組換え生物等であるが、挿入遺伝子が病原性を宿主大腸菌に付与するか否かについ
ては、カルタヘナ法に基づき情報提供を受けて事前に各機関の安全委員会にて確認されている。通
関審査において、遺伝子組換え実験宿主大腸菌（E.coli）と病原性株とは、B株或いはK12株由来を示
す系統名の明記により区別可能であると考えられる。以上により、家伝法の法益を確保しつつ、我国
と国際機関相互による遺伝子研究の一層の振興を図るため輸出入手続きの簡素化を目指し、大腸菌
「B株、K12株及びそれらの由来株」については、輸入届出病原体に含めないことを要望する。

日本製
薬工業
協会

農林水
産省

家畜伝染病予防法第36条の２第１項の規定に基づき、輸入許可の対象
（輸入禁止品）とならない家畜の伝染性疾病の病原体の輸入に当たり、
輸入者に届出を義務付けており、輸入許可の対象（輸入禁止品）である
かどうかを事前にチェックしております。
また、同条第２項の規定にも基づく「家畜の伝染性疾病の病原体であつ
て既に知られているもののうち、監視伝染病の病原体以外のものを公
示する件」により、届出が必要な病原体を公示しており、大腸菌「B株、
K株大腸菌「Ｂ株、Ｋ12株及びそれらの由来株」については、家畜の伝
染性疾病の病原体ではないため、届出の対象外となっております。

家畜伝染病予防
法第36条の２

事実誤認
大腸菌「Ｂ株、Ｋ12株及びそれらの由来株」は、家畜伝染病予防法第36条の２第１項の規定に
基づく届出の対象外となっているため、現行制度下で対応可能です。
なお、このことについてホームページを通じてわかりやすく周知いたします。

27年
6月21日

270831016 個人

卸売市場には開設主体が地方自治体に限定される中央卸売市場と民間も可能な地方卸売市場があ
る。卸売市場は生鮮食料品の流通において現在でも重要な役割を果たしているが、市場外流通や生
産者、小売業者の大型化などの理由により市場経由率は低下傾向にあり卸売業者、中卸業者の経
営は厳しくなっている。今の状況から脱して成長軌道に乗るためには卸売市場の一層の企業化が必
要である。農林水産省による卸売市場の再構築の検討会議の中でも開設者を含む場内事業者が一
体となった経営戦略の必要性が叫ばれているが、中央卸売市場では場内事業者間の利害が対立す
るのと企業的文化にはなじまない開設者としての自治体の存在により真に実効性のある経営戦略の
確立は不可能である。地方卸売市場は、一般的に小規模で中央卸売市場に対してスケール的に不利
で経営的に苦しいところも多いが、民間経営が軌道に載っている卸売市場も一部存在する。これは市
場としての経営戦略が確立しやすいからに他ならない。卸売市場は小規模な生産者や消費者保護を
図るという公共的な役割もあり、それは現在でも消えてはいないが、食料事情や流通事情の変化によ
りそれらの役割のウエイトが下がっていることを否定できず、その点を強調するあまり非効率な自治体
経営を続けると卸売市場の存在価値を一層低下させることになる。残す必要のある公共的役割は規
制と補助という形で担保することで基本は民間経営として企業化の方向性を探るべきと考える。受け
皿としては、卸売市場流通の要に位置する卸業者や現在は参入が少ないが食品流通大手業者など
が考えられる。他にＰＦＩ法によりコンセッション方式も可能と聞いておりその利害得失は検討の余地は
あるが、現行はその手法があまり議論されることもない。民営化という選択肢が生まれることのインパ
クトが大きく、それとの対比によりコンセッション方式の存在も一層クローズアップされるものと考える。

民間企業が
中央卸売市
場の開設主
体となることも
認める

27年
8月31日

27年
7月27日

　卸売市場のうち地方卸売市場は、卸売市場法第55条の規定に基づき、都道府県知事の許可
により開設されるものであり、1,105市場（平成25年度末現在）が開設されています。同法上、開
設主体に限定をかけておらず、民間企業が開設主体になっている例が半数近くを占めているな
ど一定程度の企業化が進んでいるところです。
　他方、中央卸売市場は、同法第8条の規定に基づき、農林水産大臣の認可により開設される
ものであり、67市場（平成26年度末現在）が開設されています。中央卸売市場は、生鮮食料品
等の流通及び消費上特に重要な都市及びその周辺の地域における生鮮食料品等の円滑な流
通を確保するための中核的な拠点となり、これを通じて広域にわたる流通の改善を図ることを目
的として、特定の都市に限定して開設されるものです。また、その開設に当たっては、国が定め
る整備計画に基づき公共的施設として施設整備が行われる一方、卸売業者の恣意による需給
操作の排除や経時変化が著しい生鮮食料品等の安定的な販路の提供等を趣旨として、生産者
からの販売委託の引受け拒否を禁止していることをはじめ、公正な取引環境の下での指標性の
ある価格形成を確保するために、市場運営や取引について全国一律のルールが法律で定めら
れています。
　こうした中央卸売市場の性格を踏まえ、中央卸売市場の開設者には、公正な取引確保の観点
から、仲卸業者の許可や売買参加者の承認のほか、卸売業者・仲卸業者に対する検査、指導
監督等の権限が法律上与えられており、市場の民間事業者に対して公平な立場で判断を行
い、特定の都市及びその周辺の地域における生鮮食料品等の安定供給という公共的使命を果
たせるよう、地方公共団体がこの役割を担う必要があります（同法第8条において開設主体は地
方公共団体（都道府県又は人口20万人以上の市）に限定）。
　そのような中で、中央卸売市場の予算執行や市場運営の面において、可能な限り民間活力の
活用を図る観点から、農林水産大臣が定める卸売市場整備基本方針に基づき、施設整備にお
けるPFI事業の活用、施設管理における指定管理者制度や事業管理者制度の活用を推進し、
市場経営の効率化を促しているところであり、こうした取組の既存の事例について関係者に広く
周知することにより、中央卸売市場における民間活力の活用を今後とも推進してまいります。
　なお、各中央卸売市場の判断により、地方卸売市場に転換した上で、開設主体を民間企業に
変更することは現行制度においても可能となっており、各中央卸売市場ごとの事情により、民間
経営として企業化の方向性を探ることはできるようになっています。

対応不可
卸売市場法第２
条第３項、第８
条、第55条

　中央卸売市場とは、生鮮食料品等の流通及び消費上特に重要な都
市及びその周辺の地域における生鮮食料品等の円滑な流通を確保す
るための生鮮食料品等の卸売の中核的拠点となるとともに、当該地域
外の広域にわたる生鮮食料品等の流通の改善にも資するものとして、
農林水産大臣の認可を受けて開設される卸売市場です。
　中央卸売市場を開設することができるのは、都道府県又は人口20万
人以上の市とされています。
　地方卸売市場は、都道府県の条例で定めるところにより、都道府県知
事の許可を受けて開設できることとされています。

農林水
産省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

【農林水
産省】
事実誤認

【農林水産省】
この刺し網漁業の許可のように、広島県知事が規制措置を講じることが出来るのは、漁業法
（昭和２４年法律第２６７号）及び水産資源保護法（昭和２６年法律第３１３号）の委任の範囲内、
つまり漁業調整又は水産資源の保護培養の事由に限られます。
このため、漁業法及び水産資源保護法並びにこれらに基づく命令を用いて船舶の航行安全を
目的とした規制を行うことはできません。

【国土交
通省】
その他

【国土交通省】
船舶の航行機会の確保のためには、広島県や漁業関係者等の関係者間において必要な水域
利用調整を行うことが必要と考えられます。

【財務省】
  酒税法では、酒類の販売業者に対して酒類の受入れ及び販売の事実
を帳簿に記載しなければならないこととされており、酒類の受入れに関
しては、受け入れた酒類の区分及び種別ごとに、その数量、価格、受入
れの年月日、引渡人の住所及び氏名又は名称並びに引渡人の住所及
び名称を、販売の事実に関しては、払い出した酒類の区分及び種別ご
とに、その数量、価格、払出しの年月日、受取人の住所及び氏名又は
名称並びに受取先の所在地及び名称を記載しなければならないことと
されています。
  また、酒類の販売業者が作成する帳簿は、その販売場ごとに常時備
え付けておくこと及び帳簿を閉鎖したときは、閉鎖後５年間は保存して
おくこととしています。

【財務省】
酒税法第46条
酒税法施行令第
52条
法令解釈通達第
２編第46条６

【財務省】
対応不可

【財務省】
  現行酒税法は、移出（引取）課税制度を採用しており、酒類は製造場から移出（引取）した時に
納税義務が成立します。
  酒税法に規定される記帳義務は、酒類等の製造者及び酒類の販売業者に対し、酒類の製
造、貯蔵及び販売に関する事実を正確に記載していただくことで酒類の移出の事実を正確に把
握し酒税の課税の適正を実現する目的により設けられているものであり、商法上又は会社法上
の義務として作成する商業帳簿や他の税法で規定される帳簿書類とはその目的が異なります。
  また、税務職員が酒税に関する調査について必要があるときは、これらの帳簿書類を検査し、
又は提示若しくは提出を求めることができることとされていることから、帳簿書類は酒類の販売
場ごとに常時備えておくとともに、帳簿閉鎖後一定期間は保存することとしています。
  酒類等の製造者及び酒類の販売業者に課される記帳義務及び書類の保存義務は、酒税の
検査取締り上、現在においても極めて重要な役割を持つものと考えておりますので、ご提案に
ついて対応することは困難です。

【農林水産省】
　米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法
律（平成21年法律第26号。以下「米トレサ法」という。）第３条及び米穀
等の取引等に係る情報の記録に関する省令（平成21年財務省・農林水
産省令第１号。以下「主務省令」という。）第２条において、取引をした米
穀等の名称、産地、数量、年月日、相手方、搬入又は搬出をした場所
などの事項についての記録の作成を義務付けているところです。また、
米トレサ法第６条及び主務省令第７条において、作成した記録を３年間
保存（品質が急速に変化しやすく速やかに消費すべき米穀等について
は３月間、記録作成日から賞味期限までの期間が３年を超える米穀等
については５年間）するよう義務付けているところです。

【農林水産省】
米穀等の取引等
に係る情報の記
録及び産地情報
の伝達に関する
法第３条、第６
条、米穀等の取
引等に係る情報
の記録に関する
省令第２条、第７
条

【農林水
産省】
対応不可

【農林水産省】
１　米トレサ法では、食品事故などの問題事案が発生した場合に、迅速に流通ルートを特定し、
原因の遡及や問題商品の追跡を行うことが可能となるよう 、米穀等の取引等に係る記録の作
成・保存を義務付けているところです。

２　税法においても、送り状などの取引に関する書類の整理保存等を求めていますが、米トレサ
法が求める全ての事項（米穀等の産地、搬入・搬出をした場所等）について記録することまで求
めているわけではないので、米トレサ法により記録義務を課しているところです。しかし、米トレ
サ法により、記録・保存が義務付けられる事項が、税務関係書類として記録・保存することとな
る送り状などに既に記載されている場合、当該書類を税法に基づき保存しておけば、これによ
り、米トレサ法に基づく記録・保存の義務を同時に履行したものとして扱っております。

３　なお、米トレサ法における記録の作成・保存については、
①書面（帳簿など）又は電磁的記録を保存
②実際の取引に係る伝票類、納品書やそれらの組合せにより、義務付けられた記録事項が記
載されたものを保存
する方法があり、米穀事業者の負担と実行可能性に十分配慮して、制度を運用しています。

271215051 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

農業生産法
人 設立要件
の緩和につい
て

①農業関係者以外の議決権を25％以下から50％未満に緩和されたが、この要件を撤廃し、自由設定
を可能としていただきたい。
②規模農業経営をより可能とすることが、農業従事者への所得向上、農業従事者の減少や耕作放棄
地拡大の改善に繋がる。大規模農業経営には耕作地の拡大、農機の購入、人員確保等の初期費用
が必要である。
そのためには資金調達が必要であり、より資金力のある企業からの調達が有効であると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

農林水
産省

１　法人が農地の所有権を取得する場合は、次の要件を満たす必要が
あります。
①　法人形態が、株式会社（公開会社でないもの）、農事組合法人、合
名・合資・合同会社のいずれかであること.。
②　主たる事業が農業（農産物の加工・販売等の関連事業を含む。）で
あること。
③　原則として農業関係者が総議決権の４分の３以上を占めること（平
成28年４月１日以降は、２分の１超）
④　役員の過半が農業に常時従事する構成員であること等
２　ただし、農地について賃借権又は使用貸借による権利を設定する場
合には、上記の要件を満たさない場合であっても農地の権利を取得す
ることが可能です。

農地法第２条第３
項第２号、第３条
第２項第２号及び
第３項

対応不可

　企業の農業参入については、平成21年の農地法改正でリース方式により全面自由化され、同
法改正後５年間に1,712法人が参入するなど、農業界・経済界が連携して前向きに推進していけ
る状況にあります。
　他方、企業の農地所有については、参入した企業が農業から撤退した場合、当該企業の所有
する農地が耕作放棄地や産廃置場になってしまうのではないかといった農業・農村の懸念があ
り、また、（リース方式のリース契約解除のような）確実な原状回復手法が確立されていないこと
から、対応することは困難です。
　なお、農地を所有できる法人の要件については、先の国会で成立した「農業協同組合法等の
一部を改正する等の法律」において、このような懸念のない範囲で、法人の６次産業化等経営
発展を推進していく観点から、議決権要件や役員の農作業従事要件を見直すこととしています
が、更なる要件の緩和については、「日本再興戦略」（平成26年６月24日閣議決定）において、
「農地中間管理事業の推進に関する法律」の５年後見直し（法附則に規定）に際して、それまで
にリース方式で参入した企業の状況等を踏まえ検討することとされています。

【要望趣旨】
　漁業法に基づく漁業権行使としてなされる刺し網漁業の操業により航路の機能が発揮されていない
状況について、漁業法上の漁業範囲を限定すること（又は制限を加えること）により、大型船舶航行機
会の改革、改善を求めるもの
  福山港は平成２３年に鉄鉱石で国際バルク戦略港湾に選定され、港湾機能の強化が図られようとし
ている一方、港域内の福山本航路は、刺し網漁業の操業により閉塞され、大型船舶が通航できない
事態が発生し、企業が負担する物流コスト増や生産活動への影響が発生している。
（※刺し網漁業は許可漁業であり、地方自治法 第２条に規定されている第一号法定受託事務に基づ
く県知事の許可によるもの）
  船舶の安全航行のためには、航路上での漁業操業の範囲に制限を加えていただきたいが、漁業法
では、漁業操業の範囲を限定できるのは、水産動植物の繁殖保護や漁業調整のために特に必要が
ある場合に限られており、結果として、航路を通航する船舶に対し実質的な通航規制がかかっている
状態が続いている。
  国におかれては、近隣他国と比べて劣位にある、資源等の輸送を巡る我が国の状況を踏まえ、海上
運送の効率化や輸入拠点の形成等を検討、推進されているが、上述の漁業操業により港湾に入港す
る前段階での実質的な規制の解決の糸口が見えていない大きな課題を抱えているのが備後地域（福
山港）の実情である。
  福山本航路は開発保全航路ではないものの、これらの状況を打開し、福山港が立地する備後「地域
活性化」のために、国の港湾整備事業と同時進行で当問題を省庁横断的に検討され、実質的に規制
されている大型船舶航行機会について、改革、改善に向けた対策を講じていただきたい。

民間企
業

農林水
産省
国土交
通省

本提案に係る刺し網漁業については、漁業法に基づく漁業権として行
使されているのではありません。
漁業法第65条第１項及び第２項並びに水産資源保護法第４条第１項及
び第２項の規定に基づき、都道府県知事は、漁業調整又は水産資源の
保護培養のために、特定の水産動植物の採捕や特定の漁業について
規制措置を講ずことが出来ることとされており、本提案に係る刺し網漁
業は、この規定に基づいて広島県知事が定める広島県漁業調整規則
（昭和４１年規則第５４号）第７条第７号の規定に基づく広島県知事の許
可を要する漁業です。

広島県漁業調整
規則（昭和４１年
規則第５４号）
漁業法（昭和２４
年法律第２６７
号）
水産資源保護法
（昭和２６年法律
第３１３号）

270930003
26年
10月31日

27年
1月26日

27年
9月30日

福山本航路
における船舶
航行機会の
実質的規制
の改革

①酒類及び米の小売販売業者に対して義務付けられている仕入及び販売に関する事項の記帳と書
類の一定期間の保管を廃止していただきたい。
②酒類及び米の小売販売業者は仕入及び販売に関する事項について、帳簿に記帳し酒類は5年間、
米は3年間保存する義務を負っている。
酒類の取り扱いについては、2001年に距離基準、2003年に人口基準が撤廃され原則自由化となり、
米の取り扱いについても2004年に業者登録制度が廃止され、届出制となる等、規制緩和が進んでい
る。
このように制度の当初の目的や趣旨が変更されつつある一方、事務作業に関する記帳義務について
は何ら見直しがされていない実態がある。
事業者は所得税・法人税といった税務申告の観点からの記帳義務と他の法律により二重の記帳義務
を負っており、見直しが必要であると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
農林水
産省

271215048
27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

酒類・米の仕
入・販売に関
する記帳義務
廃止について



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

271215064 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

澱粉の価格
調整制度の
廃止

【提案内容】
澱粉における安価な輸入品から徴収した調整金を主たる財源として、国産品の生産者及び製造業者
に対し、精算・製造コストと販売額との差額相当の交付金を交付する価格調整制度を廃止すべきであ
る。

【提案理由】
澱粉の国内需要量は約270万ｔで、その原料は輸入トウモロコシを原料として製造されたコーンスター
チ等が85％、国内産芋澱粉が15％となっているところ、コーンスターチと国内産芋澱粉には大幅な内
外価格差（2～3倍）が存在するため、価格の安い輸入トウモロコシ等から「調整金」を徴収し、国内の
馬鈴薯・甘藷生産者や国内産芋澱粉製造業者保護のための財源として使う価格調整制度が実施さ
れている。
コーンスターチは工業用薬品としても使用されているが、コーンスターチメーカーと価格交渉を行った
としても本制度があるために価格が一定水準以下とはならず、コスト競争力が低下する事態を招いて
いる。

(公社)関
西経済
連合会

農林水
産省

でん粉については、価格調整制度の下、輸入とうもろこしから製造され
るコーンスターチ等とばれいしょ及びかんしょを原料とする国内産でん
粉の内外コスト格差を是正するため、
①コーンスターチ用輸入とうもろこし等から調整金を徴収するとともに、
②これを主な財源として、国内産でん粉原料用いもの生産者及び国内
産いもでん粉の製造事業者に対し、生産・製造経費と製品の販売価格
との差額相当分の交付金を交付する政策支援
を実施しています。

砂糖及びでん粉
の価格調整に関
する法律第二十
七条、第三十三
条、第三十五条

対応不可

でん粉の原料となるばれいしょは、北海道畑輪作体系における重要な基幹作物であり、かん
しょはシラス台地で、台風の常襲地域である南九州地方における重要な基幹作物であることか
ら、それぞれの地域の経済や雇用を維持するため極めて重要な作物であり、安定的に生産でき
る体制を維持することが必要です。一方で、これらの作物には国内生産者の経営努力では埋め
ることのできない内外の競争条件の格差が存在するため、国内産でん粉の安定供給、自給率
の向上、及び地域経済・雇用の維持のためには、本制度の維持が必要であると考えています。
他方、でん粉調整金の負担軽減は重要な課題であると考えており、引き続き国内産いもでん粉
の製造コスト削減に努めてまいります。

271231011 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

容器包装リサ
イクル法制度
の見直しにつ
いて

①現行の容器包装リサイクル法においては、容器包装製造・利用事業者が、該当年度に使用する特
定容器包装の使用量を見込んで（＝再商品化義務量の算定）、指定法人へ再商品化委託申請を行っ
ている。
この現状に対し、「見込み量に基づく再商品化委託申請・委託金負担」から「製造・使用の実績量に基
づく再商品化委託申請・委託金負担」へと、容器包装リサイクル法制度を変更いただきたい。
②この変更により、商品や容器包装の価格に再商品化委託料金額が反映され、商品を仕入・購入し
た時点で再商品化委託費用の負担が完了し、再商品化委託金は上流の容器包装製造事業者が支
払うという、より効率的で公平な
制度に繋がると考える。なお、本件は指定法人と特定事業者との契約・支払方法を問題としたもので
はない。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

　容器包装リサイクル法では第11条から第13条までに特定事業者の再
商品化義務が規定されており、第14条に基づき特定事業者は再商品化
義務量の全部または一部の再商品化について指定法人と、再商品化
契約を締結し、当該契約に基づく自らの責務を履行したとき、委託した
量に相当する量について再商品化したものとみなされます。

容器包装に係る
分別収集及び再
商品化の促進等
に関する法律第
11条、第12条、第
13条、第14条

特定容器製造等
事業者に係る特
定分別基準適合
物の再商品化に
関する省令　第2
条

事実誤認
　個社の再商品化義務量の算定にあたっては、「見込み量に基づく再商品化委託申請・委託金
負担」ではなく、当該年度の「特定事業者の前事業年度実績」に基づいて算出されております。

271231012 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

容器包装リサ
イクル法にお
ける新たなイ
ンセンティブ
の導入につい
て

現行の容器包装リサイクル法では、再商品化義務量算定の際、自ら又は他者への委託により回収し
た特定容器包装の量を、特定容器包装使用量より差引いて申請可能な、量的な面でのインセンティブ
制度が導入されている。
しかし、再商品化された素材を用いた容器包装を使用し商品を製造・販売、又は環境に配慮した素材
を用いた容器包装を使用し商品を製造・販売しても、容器包装リサイクル法上、何らインセンティブ制
度はなく、通常の容器包装の使用として扱われている。
そのため、再商品化された素材を用いた容器包装を使用した場合（特に、国内の素材）、又は環境に
配慮した素材を用いた容器包装を使用した場合、容器包装リサイクル法上のインセンティブ（算定係
数に差を設ける等）制度を新設していただきたい。
これにより、コストが係る「容器包装の質的な面における環境配慮」が促進されると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

容器包装リサイクル法は一般廃棄物の減量等を目的として、特定事業
者に対し再商品化の義務を課すものです。特定事業者が自ら又は他者
への委託により回収した特定容器包装は、一般廃棄物として排出され
ないため、そもそも再商品化義務量の算定対象とならず、インセンティ
ブ制度ではありません。

容器包装に係る
分別収集及び再
商品化の促進等
に関する法律第1
条、第11条、第12
条、第13条

事実誤認
容器包装リサイクル法は一般廃棄物の減量等を目的としており、また、「容器包装の質的な面」
の差異に応じて算定係数に差を設けるインセンティブ制度は、他の特定事業者の負担を本来負
うべき再商品化義務量以上に増加させることにもなるため、新設できません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

（トウモロコシ、ナタネ、ワタの審査の簡略化関係）
　遺伝子組換え生物等の第一種使用等については、「遺伝子組換え生
物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」第4条
第1項において、「その他の遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしよ
うとする者は、遺伝子組換え生物等の種類ごとにその第一種使用等に
関する規程（第一種使用規程）を定め、これにつき主務大臣の承認を受
けなければならない」とされています。承認の申請に当たっては、同条
第２項の規定により、生物多様性影響評価書を提出する必要がありま
す。
　生物多様性影響評価書の作成に当たっては、「農林水産大臣がその
生産又は流通を所管する遺伝子組換え植物に係る第一種使用規程の
承認の申請について」（局長通知）第３の１の（６）において、「我が国の
自然条件の下で生育した場合の特性が科学的見地から明らかではな
い遺伝子組換え植物の第一種使用等をする場合」は、隔離ほ場におい
て情報収集することとしています。ただし、一定の条件を満たすトウモロ
コシについては、当該情報収集を行う必要はないこととしています。

・遺伝子組換え生
物等の使用等の
規制による生物の
多様性の確保に
関する法律（平成
15年法律第97号）
第４条第１項
・農林水産大臣が
その生産又は流
通を所管する遺伝
子組換え植物に係
る第一種使用規程
の承認の申請につ
いて（平成19年12
月10日付け19消
安第8999号、環自
野発第071210001
号農林水産省消
費・安全局長、農
林水産省農林水
産技術会議事務
局長、林野庁長
官、環境省自然環
境局長通知）

①【トウモ
ロコシに
ついて】現
行制度下
で対応可
能

②【それ
以外】検
討を予定

①提示された植物のうち、これまでに最も申請件数が多く審査経験が蓄積されたトウモロコシに
ついては、本来のトウモロコシの性質としてこぼれ落ちた場合の生育が限定的であることについ
て実態も把握した上で、平成26年12月に「農林水産大臣がその生産又は流通を所管する遺伝
子組換え生物に係る第一種使用規程の承認の申請について」（局長通知）を改正し、組み込ま
れる遺伝子の作用機序等が科学的文献から十分に明らかであり、かつ遺伝子組換え作物の特
性が過去に審査を実施したものと同等である場合には、国内の隔離ほ場での情報収集は不要
としたところです。

②今後も、科学的知見の蓄積に応じて、順次、各種の審査手続の見直しを実施していく予定で
す。

（一括承認関係）
　遺伝子組換え生物等の第一種使用等については、「遺伝子組換え生
物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」第４条
第１項において、「遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしようとする
者は、遺伝子組換え生物等の種類ごとにその第一種使用等に関する
規程（第一種使用規程）を定め、これにつき主務大臣の承認を受けなけ
ればならない」とされています。承認の申請に当たっては、同条第２項
の規定により、生物多様性影響評価書を提出する必要があります。
　生物多様性影響評価書においては、遺伝子組換え作物の系統が異
なる場合には、原則としてそれぞれの系統についての影響評価を記載
することとしており（いわゆるイベントベース）、複数の系統について、一
括して評価することとはしていません。

・遺伝子組換え生
物等の使用等の
規制による生物
の多様性の確保
に関する法律（平
成15年法律第97
号）第４条第１
項、第２項

その他 ・遺伝子組換え農作物の生物多様性評価について、開発・研究に係るものは文部科学省（隔離
ほ場など、開放下での使用は環境省も所管）が、産業利用に係るものについては農林水産省及
び環境省が実施することとなっているところ、御指摘の、産業利用段階に至っていない、野外環
境下での系統間の特性の差異に係る調査については研究の一環に当たる場合があると考えて
います。

・産業利用に係る遺伝子組換え農作物については、市場への流通を予定するものであるため、
遺伝子産物の発現の程度や後代における挿入遺伝子の安定性等を確認する必要があるとこ
ろ、これらは系統ごとに異なり得るものであることから、実際に流通が予定される系統ごと（イベ
ントベース）の生物多様性影響評価を行っています。
・隔離ほ場試験は、この評価に当たって必要なデータを収集するためのものであるため、系統ご
とに承認することが適当と考えます。

271231020 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

厚生労働大
臣と経済産業
大臣の定める
GILSP遺伝子
組換え微生物
の産業利用
二種省令関
係各省での共
通適用

（提案内容）
　厚生労働大臣と経済産業大臣がそれぞれ定めるGILSP遺伝子組換え微生物を、財務省、農林水産
省、環境省のカルタヘナ法第二種使用（閉鎖系使用）の産業使用案件についても適用できるようして
いただきたい。
（提案理由）
　遺伝子組換え生物等の第二種使用等のうち産業上の使用等に当たって執るべき拡散防止措置等
を定める省令（平成16年財務・厚生労働・農林水産・経済産業・環境省令第2号）別表一では、特殊な
培養条件下以外では増殖が制限され、病原性がないこと等のために、同省令で定められた最小限の
拡散防止措置を執ることにより安全に使用できる微生物をGILSP遺伝子組換え微生物として各省大臣
が定めることとされている。GILSP遺伝子組換え微生物は、前述の拡散防止措置に従って使う限り、
確認申請を省略できることになっており、新技術の産業化促進に大いに貢献している。既にこの
GILSP遺伝子組換え微生物を大臣告示として指定し（以下GILSP告示）、産業振興に活用している厚
生労働省と経済産業省においては、互いに他省大臣の定めるGILSP遺伝子組換え微生物を自省大
臣の定めるものに含むこととしており、現在使われている二つのGILSP告示については相互活用出来
るようになっている。一方、財務省、農林水産省、環境省については未だこのGILSP告示が作られて
いないため、前述の優れた仕組みを効率的に活用できていない。財務省、農林水産省、環境省がそ
れぞれのGILSP告示を別々に作るのは、そこにかけられるリソースや時間を考慮すると得策とは考え
られないため、既に長期間活用され数多くの実績が蓄積されている厚生労働省及び経済産業省の
GILSP告示を、財務省、農林水産省、環境省の閉鎖系産業使用案件についても適用できるようしてい
ただきたい。

日本バイ
オ産業
人会議

財務省
農林水
産省
環境省

　遺伝子組換え生物等の第二種使用等については、「遺伝子組換え生
物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」第12
条において「遺伝子組換え生物等の第二種使用等をする者は、当該第
二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置が主務省令により定めら
れている場合には、その使用等をする間、当該拡散防止措置を執らな
ければならない。」、同法第13条第１項において「前条の主務省令によ
り当該第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置が定められてい
ない場合には、その使用等をする間、あらかじめ主務大臣の確認を受
けた拡散防止措置を執らなければならない」としています。
　同法第12条の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置につ
いては、「遺伝子組換え生物等の第二種使用等のうち産業上の使用等
に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令」第３条及び別表に
おいて、GILSP遺伝子組換え微生物（財務大臣、厚生労働大臣、農林
水産大臣、経済産業大臣又は環境大臣が定めるもの）について、拡散
防止措置を定めています。
　財務省、農林水産省及び環境省は、現在、GILSP遺伝子組換え微生
物を定めていません。

・遺伝子組換え生
物等の使用等の
規制による生物
の多様性の確保
に関する法律（平
成15年法律第97
号）第12条及び
第13条第１項
・遺伝子組換え生
物等の第二種使
用等のうち産業
上の使用等に当
たって執るべき拡
散防止措置等を
定める省令（平成
16年財務・厚生
労働・農林水産・
経済産業・環境
省令第１号）第３
条及び別表

検討を予
定

・GILSP遺伝子組換え微生物は、宿主である微生物と挿入されたDNA（及び遺伝子マーカー）の
組み合わせを考慮して、定められています。
・財務省では、酒類製造に係るGILSP遺伝子組換え微生物を定めることができますが、現時点
では、酒類製造に遺伝子組換え微生物は使用されていないことから、厚生労働省及び経済産
業省で定めている告示を財務省で利用する状況にありません。
・また、農林水産省では、主として動物用の医薬品製造を目的とした遺伝子組換え微生物を
扱っており、これらに挿入されるDNAは、ヒトの医薬品等や工業用酵素、試薬の製造のために
挿入されるDNAとは異なることから、現時点では、既に厚生労働省及び経済産業省で定めてい
る告示を農林水産省で利用する状況にありません。
・このため、財務省及び農林水産省では、今後、厚生労働省及び経済産業省が定めるGILSP遺
伝子組換え微生物に係る申請があった場合には、御指摘の告示の活用を検討したいと考えて
います。
・さらに、環境省は、第二種使用等の確認を行う省庁にはなっていませんが、GILSP遺伝子組換
え微生物を定めることができることになっています。そのため、現時点ではご指摘の告示を活用
する状況にはありませんが、今後、環境省に係る具体的な案件が生じた場合には、ご指摘の告
示の活用も含め、対応を検討したいと考えています。

△

280215013 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
2月15日

食品リサイク
ル法の定期
報告書の業
種区分の見
直し

【具体的内容】
　食品リサイクル法では、現在、食品製造業の16の業種区分に食品廃棄物等の発生抑制の目標値
が設定されているが、食品工場においては、同一工場において、複数の区分にまたがる商品を製造
するため、区分毎の計量が非常に困難である。現行法において区分されている「麺類製造業」「そう菜
製造業」「すし・弁当・調理パン製造業」「菓子製造業」とは別に、これらの区分を１つにまとめた区分を
新設するなど、総合食品メーカーの実情にあった業種区分に見直していただきたい。

【提案理由】
　食品リサイクル法では、食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等の状況について
の報告が義務付けられており、食品関連事業者は、「業種区分ごとの食品残渣量」等を記載した定期
報告書を提出しなければならない。「業種区分ごとの食品残渣量」を把握する為には、残渣を「業種区
分」別に仕分けをし計量する必要があるが、同一の工場で複数の製品を製造している場合には、複数
の業種区分にまたがる食品残渣が混在して発生するため、その分別・計量に非常に困難と手間を要
している。例えば、レタスは、サラダとサンドイッチの原材料に使用され、下処理は同時に行われる
が、サラダは「そう菜製造業」、サンドイッチは「すし、弁当、調理パン製造業」に該当するため、廃棄す
る際に１日の製造の中でどちらの業種で発生したかを決めて、分別・計量している。また、野菜炒めを
惣菜と弁当に使用する場合には、同じ調理室で加工を行うが、業種区分が異なるため残渣を別々に
計量・管理しなければならない。
　実情に伴った区分とすることで、「業種区分」ごとの目標値が正しく把握され、食品廃棄物等の発生
抑制及び減量につながるとともに、工場での作業が減り、効率的な処理が可能となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

食品リサイクル法では、再生利用等の推進を図るため、年間の食品廃
棄物等の発生量が100トン以上の食品関連事業者に対し、毎年、報告
することを求めています。
また、食品廃棄物等の発生や再生利用等の状況については、食品関
連事業者の業種等により差が見られることから、業種区分ごとの報告を
お願いしているところです。

食品廃棄物等多
量発生事業者の
定期の報告に関
する省令

現行制度
下で対応
可能

　食品廃棄物等の発生量等は、実測によって、把握いただくことが望ましいと考えますが、事業
の形態によっては、実測が難しい場合もあると承知しており、このような場合にあっては「食品廃
棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率に係る測定方法ガイドライン（農林水
産省及び環境省作成）」を参考に、年又は月に数回程度の実測を実施した上で営業日数、売上
高など食品廃棄物等の発生量と密接な関係をもつ値により業種区分ごとの数値を推計する方
法も可能としているところです。

（具体的内容）
・遺伝子組換え作物で交雑可能な生物種が国内に存在しない場合、具体的にはトウモロコシ、ナタ
ネ、ワタについては、一般栽培における審査であっても簡略化していただきたい。
・遺伝子組換え作物の国内開発のために、産業利用（農水省・環境省）の隔離ほ場試験については従
来のイベントベースではなく、文部科学省・環境省の審査で行っている一括承認の導入を検討いただ
きたい。
（提案理由）
遺伝子組換え生物の生物多様性影響評価については、カルタヘナ法に基づき手続きを進めている
が、法律施行後11年が経過し多くの知見が蓄積されている。これまで承認されている除草剤耐性や害
虫抵抗性については、我が国の生物多様性に悪影響を与えることはないと判断され、事実影響はな
い。少なくとも、我が国に交雑する野生種が存在しない場合、その影響は限定的であることから従来と
同様の審査は不要で簡略化できると考える。
産業利用（農水省・環境省）の審査は、すでに商業利用が確定している外資系の遺伝子組換え農作
物の審査のための体制になっておりイベントベースの審査になっている。しかし、実際の育種では野
外のほ場に展開して特性を見ることから始まるのであって、現行の仕組みでは開発を阻害している。
そこで、隔離ほ場試験については従来のイベントベースではなく、文部科学省・環境省の審査で行っ
ている一括承認を導入して、野外栽培へのハードルを下げる必要があると考える。また、隔離ほ場と
いう管理されたほ場で栽培するため、生物多様性影響も防ぐことが可能であることから、申請に求め
るデータも簡便にして実用化の推進のための体制を整備していただきたい。
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農林水
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10月30日

27年
11月18日

27年
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遺伝子組換え
農作物の第
一種使用規
定承認手続き
の簡略化につ
いて



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

280215017 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
2月15日

農林漁業成
長産業化ファ
ンドの規制緩
和

【制度の現状(現行規制の概要等)】
・農林漁業成長産業化ファンド（以下本ファンド）は、農林漁業者（1次事業者）が主体となり、加工・流
通（2.3次事業者）と連携して取り組む6次化事業体に対して、出資による支援を行うもの。
・1次事業者の主導性確保の為、6次化事業体に対し、1次事業者の25%超の出資が必要。

【具体的要望内容】
・1次事業者の25%超の出資条件を廃止していただきたい。

【要望理由】
・25%超の出資に応じられる1次事業者数は極めて少なく、本ファンドを利用したいという希望があって
も、使えないケースが多い為。

都銀懇
話会

農林水
産省

○株式会社農林漁業成長産業化支援機構法（平成24年法律第83号。
以下「機構法」という。）は、我が国農林漁業を、農林漁業者の所得を確
保し、農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業とす
ることを目的としており、そのために株式会社農林漁業成長産業化機
構（以下「機構」という。）は、農林漁業者が主体となった国内外におけ
る新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出資等の支援を行うこ
ととされています。このため、支援対象となる事業者は、地域資源を活
用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律（平成22年法律第67号。以下「六次産業化・地
産地消法」という。）に基づく総合化事業計画の認定を受けた「農林漁
業者等」とされています。

○この「農林漁業者等」は、農業者、林業者若しくは漁業者又はこれら
の者の組織する団体（これらの者が主たる構成員又は出資者となって
いる法人を含む。）とされています（六次産業化・地産地消法第３条第１
項）。

○機構の支援対象となる「農林漁業者等」たる６次産業化事業体は、原
則、農林漁業者ではないパートナー企業との合弁事業体となるため、農
林漁業者等が主たる出資者であることをもって、機構の支援対象となる
「農林漁業者等」と位置づけています。なお、２次・３次分野の事業者で
あっても農林漁業に参入していれば農林漁業者に該当することとなりま
す。

地域資源を活用
した農林漁業者
等による新事業
の創出等及び地
域の農林水産物
の利用促進に関
する法律　第３条
株式会社農林漁
業成長産業化支
援機構法　第21
条

現行制度
下で対応
可能

　農林漁業成長産業化ファンドの支援対象となる６次産業化事業体の設立にあたって、パート
ナー企業やサブファンドが無議決権株式を取得する場合においては、農林漁業者の出資負担
は軽減されることとなり、必ずしも農林漁業者等が所要額の２５％超を出資する必要はありませ
ん。このことについては、平成２６年１０月にファンド活用のガイドラインを策定し、周知してきたと
ころです。
　ご指摘の「２５％超の出資に応じられる１次事業者数は極めて少なく、本ファンドを利用したい
という希望があっても、使えないケースが多い」ことについては、当該無議決権株式をはじめ、資
本性劣後ローンの活用などにより、農林漁業者の実質的な出資負担を軽減することが可能と
なっております。実際にこれらの措置を活用してファンドの出資を受けている事例もあることか
ら、これらの措置の活用によって、ファンドの活用を図っていただくようお願いします。
　また、平成２６年１０月に、サブファンドの出資割合の引き上げ特例を設ける支援基準の改正
を行ったところであり、この活用によっても農林漁業者等の出資負担の軽減を図ることが可能と
なっております。

280215018 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
2月15日

商品先物取
引法における
外務員登録
に係る申請事
項の見直し

【制度の現状(現行規制の概要等)】
・店頭商品デリバティブ取引を行う銀行（商品先物取引業者）は、外務行為を行う者について商品先
物取引法に基づき下記事項を記載した申請書を主務大臣に対し提出する必要がある。
　　① 登録申請者の商号又は名称及びその代表者の氏名
　　② 登録の申請に係る外務員についての次に掲げる事項
　　　イ) 氏名、生年月日及び住所
　　　ロ) 役員又は使用人の別
　　　ハ) 外務員の職務を行ったことの有無並びに外務員の職務を行ったことのある者については、そ
の所属していた商品先物取引業者又は商品先物取引仲介業者の商号、名称又は氏名及びその行っ
た期間
　　　ニ) 商品先物取引仲介業を行ったことの有無及び商品先物取引仲介業を行ったことのある者に
ついては、その行った期間

【具体的要望内容】
・申請書の記載事項のうち外務員の住所については、申請書の記載事項から除外頂きたい。

【要望理由】
・多数の外務員が存在する銀行においては、外務員の住所の申請、及び住所変更時の変更届の提
出が大きな事務負担となっているため。
・なお、金融商品取引法に基づく外務員登録申請においては、住所の記載が要件とはなっていないこ
とから、商品先物取引法においても、管理監督上、必ずしも必須の要件ではないと考えられる。

都銀懇
話会

農林水
産省
経済産
業省

商品先物取引法第200条第1項において、商品先物取引業者は主務大
臣の行う外務員の登録を受けなければならないとされ、当該登録を受
けようとする商品先物取引業者は、法第200条第3項において、登録の
申請に係る外務員の氏名、生年月日及び住所等を記載した申請書を
主務大臣に提出しなければならないとしております。

商品先物取引法
第200条第3項

検討を予
定

　商品先物取引法における外務員登録制度については、顧客に勧誘を行う外務員の一定の資
質を維持する観点から設けられております。この登録申請書の記載事項については、類似の立
法例を参考にして、法執行の実効性を確保する観点から、検討を行ってまいります。

△

280215026 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

食品リサイク
ル法の定期
報告書の業
種区分の見
直しについて

①食品リサイクル法では、現在、食品製造業の16の業種区分に食品廃棄物等の発生抑制の目標値
が設定されているが、食品工場においては、同一工場において、複数の区分にまたがる商品を製造
するため、区分毎の計量が非常に困難である。現行法において区分されている「麺類製造業」「惣菜
製造業」「すし・弁当・調理パン製造業」「菓子製造業」とは別に、これらの区分を１つにまとめた区分を
新設する等、総合食品メーカーの実情にあった業種区分に見直していただきたい。
②現行法にてオリジナル商品を製造しているお取引先(食品製造業）では、「業種区分ごとの食品残渣
量」等を記載した定期報告書を提出している。
「業種区分ごとの食品残渣量」を把握するためには、残渣を「業種区分」別に仕分けをし計量する必要
があるが、同一の工場で複数の製品を製造している場合には、複数の業種区分にまたがる食品残渣
が混在して発生しており、その分別・計量に非常に困難と手間を要しているためである。
実情に伴った区分とすることで、「業種区分」ごとの目標値が正しく把握され、食品廃棄物等の発生抑
制及び減量に繋がるとともに、工場での作業が減り、効率的な処理が可能となる。
※分類することが困難な例
レタスは、サラダとサンドイッチの原材料に使用し下処理は同時に行うが、サラダは「惣菜製造業」、サ
ンドイッチは「すし、弁当、調理パン製造業」に該当するため、廃棄する際に１日の製造の中でどちら
の業種で発生したかを決めて、分別・計量している。
※分類作業が煩雑な例
野菜炒めを惣菜と弁当に使用する場合には、同じ調理室で加工を行うが、業種区分が異なるため残
渣を別々に計量・管理しなければならない。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

食品リサイクル法では、再生利用等の推進を図るため、年間の食品廃
棄物等の発生量が100トン以上の食品関連事業者に対し、毎年、報告
することを求めています。
また、食品廃棄物等の発生や再生利用等の状況については、食品関
連事業者の業種等により差が見られることから、業種区分ごとの報告を
お願いしているところです。

食品廃棄物等多
量発生事業者の
定期の報告に関
する省令

現行制度
下で対応
可能

　食品廃棄物等の発生量等は、実測によって、把握いただくことが望ましいと考えますが、事業
の形態によっては、実測が難しい場合もあると承知しており、このような場合にあっては「食品廃
棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率に係る測定方法ガイドライン（農林水
産省及び環境省作成）」を参考に、年又は月に数回程度の実測を実施した上で営業日数、売上
高など食品廃棄物等の発生量と密接な関係をもつ値により業種区分ごとの数値を推計する方
法も可能としているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

280215028 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

畜肉加工品
（輸入品）の
動物検疫に
関するルール
変更について

①「鶏の唐揚げ」等の加熱加工品に対する動物検疫について、港湾地区の倉庫のみならず、内陸倉
庫でも受けられるようにしていただきたい。

②「鶏の唐揚げ」等の加熱加工品を海外から輸入する場合、動物検疫を受けなければいけないが、
検疫場所が港湾地区に限定されているのが現状である。
しかし、動物検疫のために港湾地区の倉庫へ運搬・入庫し、検疫後に内陸倉庫へ再び輸送しなけれ
ばならないため、輸送コストや入出庫コストが余分にかかる上、貨物の積み下ろし作業に必要な人員
を確保する必要性が生じることになり、負担が大きい。
加熱加工品は加熱処理をしており、かつ内陸倉庫へは冷凍輸送を想定していることから、港湾地区の
倉庫のみならず、内陸倉庫でも検疫を受けられるようにしていただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

農林水
産省

　海外から輸入される動物、畜産物については、家畜の伝染性疾病の
侵入を防止し、適切かつ効率的にリスク管理を行うため、当該製品の到
着後、迅速に輸入検査を実施する必要があります。
　このことから、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）において、
動物検疫所又は特定の飛行場・港湾内の家畜防疫官が指定する検査
場所（以下「防疫官指定検査場所」という。）で行う旨規定しています。
　ただし、特別な事由があるときは、農林水産大臣の指定するその他の
場所（以下「大臣指定検査場所」という。）で輸入検査を行うことができま
す。

家畜伝染病予防
法第38条、第40
条
家畜伝染病予防
法施行規則第47
条

現行制度
下で対応
可能

　畜産物の品質維持のため特別な管理を必要とする場合等、防疫官指定検査場所で検
査を行うことが困難な場合であり、かつ、家畜防疫上、当該物を防疫官指定検査場所以
外の場所で検査を行っても差し支えないと認められる場合には、大臣指定検査場所とし
て指定することができます。
　ただし、大臣指定検査場所指定を行った場合、動物検疫所の業務に追加的負担が生
じることに留意する必要があります。

280215033 27年
10月30日

27年
12月9日

28年
2月15日

農地転用の
建築手続きに
ついての期間
短縮、簡素化
の緩和

①現状、各地区で農地転用の申請～許可までの期間にばらつきがある状況。
例えば北九州市の市街化区域については申請～許可まで1日～2日、糟屋郡志免町の場合は毎月20
日締めで翌月10日許可とある。その他農業委員会で面談があるところ、ないところがある。

②具体的には各地区によって申請から許可までの期間格差があり期間の短縮、簡素化や統一化を
考慮して頂きたい。

③申請～許可までの期間を短期で統一する事で地域の格差を無くし、高齢化する地域等への早期事
業展開が可能となり利便性向上に貢献できる。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

農林水
産省

 農地を農地以外のものにする場合又は農地を農地以外のものにする
ために農地の権利を取得する場合には、農地法第４条又は第５条に基
づき都道府県知事等の許可を受ける必要があります。なお、市街化区
域内にある農地の場合は、これに代えて農業委員会への届出で足りま
す。

農地法第４条及
び第５条

現行制度
下で対応
可能

　農林水産省では、都道府県及び農業委員会における農地転用許可の事務（自治事務）に係
る標準的な事務処理期間を定め、技術的助言として都道府県知事等に示しており、都道府県等
においては、これを参考として標準的な処理期間が定められ、適切に事務処理が行われている
ものと承知しています。
　また、農業委員会による事業者の面談についても、農地転用許可の事務の適切な実施を確
保する観点から必要に応じて行われているものと承知しています。
　農地転用許可の事務が基本的に自治事務であることにかんがみれば、これらの事項につい
て、農林水産省において、都道府県等における事務処理を統一することは、適切ではないと考
えます。
　なお、市街化区域内農地の転用は農業委員会への届出制であるのに対し、市街化区域以外
の農地の転用は都道府県知事等の許可制であり、両者は事務の内容が異なることから、これら
の事務処理を統一することはできません。

加工原料乳生産
者補給金等暫定
措置法

280215051
27年
11月12日

27年
12月9日

28年
2月15日

広域指定団
体制度の抜
本的見直し
（弾力化）と生
乳市場の創
設（生乳価格
の一元化の
実現）

△対応不可

　指定団体制度は、毎日生産される液体で腐敗しやすいといった生乳の特性を踏まえ、生乳廃
棄を招かない適切な販売を目指すものであり、生乳需給の安定等を通じて、酪農経営の安定の
みならず、牛乳・乳製品の安定供給等に寄与しているところです。

　御指摘のあった「県単位の指定団体」については、平成12年以降、県別の指定団体は既に廃
止され、８つの広域生乳生産者団体が指定団体となっています。
　ただし、そのような指定団体の広域化から一定期間経過する中で、酪農を取り巻く環境や経
営規模などの生産構造も変化していることを受けて、指定団体の再編、中間コストの削減等の
観点から「生乳流通体制の合理化の総合的な推進」（平成27年10月16日付け27生畜第1115号
農林水産省生産局長通知)を発出し、指定団体をはじめとする関係者に指導を行っているところ
です。
　(一社)中央酪農会議を中心に今後の指定団体のあり方等について現在検討が行われている
ところであり、引き続き本制度の的確な運営に努めることとしています。

　なお、御指摘のあった「生乳市場の創設」については、生産者団体と乳業者で構成する「生乳
取引のあり方等検討会」の議論を踏まえ27年10月に取りまとめられた報告において、生乳の商
品特性や国内外の取引実態、酪農・乳業の経営安定の観点から、現行の相対取引を基本とす
べきとされているところです。ただし、取引価格や数量に客観性を一層反映し、透明性を確保す
る観点から、平成28年度から2年間、乳製品向けを中心に試行的に入札取引を実施し、その取
引の仕組みや効果等を検証いただく方向です。

【具体的内容】
広域指定団体については、平成13年の発足にあたり、組織のスリム化がそのメリットの一つとして掲
げられており、現在では県の指定団体と広域指定団体両方の維持経費を生産者が負担している。現
在10ある指定団体を3ブロック化するという農水省の構想が発表されていましたが、このままでは３階
建て組織になる可能性が大きく、生産者の負担増が懸念されます。3ブロック化の前にまずは県単位
の指定団体の廃止しを含め、生産者が自主販売の阻害要因となっている指定団体制度を見直し、生
乳市場の創設に努めること。

【提案理由】
旧不足払い制度（加工原料乳生産者補給金暫定措置法）は、生乳の需給を安定させることにより生
産者の手取り確保、消費者への安定供給を実現すべく施行されたものと認識しておりますが、広域指
定団体が発足して以降、それが十分に機能しているとは言い難く、価格交渉の面においては交渉力
が強化されるどころか、大手乳業に主導権を握られている印象が拭えません。また配乳に関しても、
大手乳業の意向が優先され、まるで大手乳業が 配乳権を持っているかのように感じられます。
農協系のプラントや中小乳業は配乳を思うように受けられず、大変苦しい経営を強いられています。
東北では深刻な状況になっており、配乳を受けるための保証金の捻出が出来なくなってしまい、大手
乳業から間接的な配乳を受けることになっている乳業が多くあります。
また、現行の制度下では、乳業が原乳を仕入れるにはアウトサイダーからの調達を除いては、指定団
体から買うしかなく、その指定団体に対し影響力の強い大手乳業が制度を利用し業界を独占している
と言っても過言ではありません。
生産者の側も同様で、生乳の販売先は指定団体に限られています。平成26年、指定団体制度弾力化
の一環として酪農家が指定団体外で出荷できる数量が日量3tまで拡大されましたが、自由な販売枠と
はかけ離れたものとなっています。
生産者が自主販売をしようとしても、販売先の中小乳業は仕入れの面で指定団体に縛られており、そ
れが取引の壁となる事例が少なくありません。指定団体制度が乳業の仕入れを制限し、生産者の自
由な販売を閉ざしているのです。大手、中小の区別なく乳業が自由に購買できる場が必要です。それ
はまた、生産者の自由な販売の道を拓くことにもつながります。

㈱ММＪ
農林水
産省

　県別に指定されていた生乳生産者団体は、生乳生産量の地域偏在
性が大きくなったことから、集送乳合理化、乳価交渉力強化等の団体と
しての機能を維持・強化していくため、平成12年以降、北海道及び沖縄
県を除く45都府県の指定団体を廃止し、８つの広域生乳生産者団体を
指定団体としているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

①学校給食用牛乳における供給事業者の要件については、学校給食
用牛乳供給対策要綱第６の６の（３）や、これをもとに都道府県が定めた
「学校給食用牛乳供給事業に係る供給価格等決定要領」等において規
定されており、原料となる生乳の安定的な供給を確保する観点から、原
則として指定生産者団体の確認を求めていますが、十分な生乳の供給
が可能と見込まれるときは、必ずしも指定団体の確認を求めてはいま
せん。
　なお、本要綱は、制定時（昭和39年）において、指定団体の承諾を受
けることが条件と規定されていましたが、現在は、本条項は削除されて
います。

学校給食用牛乳
供給対策要綱
（昭和39年８月31
日文体給第265
号文部事務次
官・39畜A第5421
号農林事務次官
依命通知）

事実誤認 ①学校給食用牛乳向け生乳の供給事業者の要件については、原料となる生乳の安定的な供
給を確保する観点から、学校給食用牛乳供給対策要綱の第６の６（３）などに規定されており、
原則として指定生産者団体の確認を求めていますが、十分な供給が可能と見込まれるときは、
都道府県において必ずしも指定団体の確認を条件とはしておらず、御指摘は事実誤認です。

②学校給食用牛乳向け生乳の乳価については、生産者と乳業者との
交渉により適切に決められるべきものであり、原料である生乳の価格
は、学校給食用牛乳の供給価格に影響します。
　学校給食用牛乳の供給価格については、本要綱第６の１において、
毎年度、供給価格と供給事業者を決定することが規定されており、学校
給食用牛乳供給対策要領の第２の３において、最低制限価格を設定し
た場合を除き、最も低い価格を当該区域の供給価格とし、その価格を
提出した乳業者を当該区域の供給事業者とする旨が規定されていま
す。
　さらに、学校給食用牛乳供給対策要領第２の３（４）において、供給価
格の設定を公正に行うために、都道府県知事は、乳業者に対し中立的
な立場にあり、公正な決定作業が行われていることを確認する適正運
営委員を選定するものと定められています。

学校給食用牛乳
供給対策要領
（平成15年9月30
日15生畜第2865
号農林水産省生
産局通知通知）

事実誤認 ②学校給食用牛乳の供給価格と供給業者については、供給対策要領の第２の３により、最低
制限価格を設定した場合を除き、競争原理の観点に基づき、毎年度、入札を行い、最も低い価
格を提出した乳業者を当該区域の供給事業者としております。
　さらに、学校給食用牛乳供給対策要領第２の３（４）において、供給価格の設定を公正に行う
ために、都道府県知事は、乳業者に対し中立的な立場にあり、公正な決定作業が行われている
ことを確認する適正運営委員を選定するものと定められています。談合等の御指摘は事実誤認
です。

③学校給食用牛乳の遠隔地等への輸送費補助等を始めとする学校給
食用牛乳等供給対推進事業の事業実施主体については、学校給食用
牛乳等供給推進事業実施要領第２において、事業の効率的かつ効果
的な実施を図る観点から、一つの都道府県の区域を活動区域とする乳
業者や生産者等が構成する組織等と規定しています。

学校給食用牛乳
等供給推進事業
実施要領（平成
26年３月24日25
生畜第2105号農
林水産省生産局
長通知）

対応不可 ③学校給食用牛乳の事業実施主体は、年度ごとに作成する事業計画の策定・評価・課題検討
等を検討するために、生産者や乳業者、学校関係者等で構成される推進会議を必ず開催する
ことが本実施要領第３の１（１）に規定されております。
　本会議は、各地域内における、効率的供給のための課題に対する対応や、地元産生乳の需
要拡大・酪農振興等の地産地消推進、学校関係者への牛乳に関する理解醸成等の食育の推
進など、地域単位での開催・実施が不可欠であることから、個別の乳業者は事業実施主体とな
れず、御提案のあった補助金の交付先を個別の乳業者とすることについては、実現は困難で
す。

280318022 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

国有保安林
解除手続きに
おける審査の
簡素化・迅速
化

【提案の具体的内容】
　鉱山、砕石山における保安林の解除手続きを行う際、全体計画に基づく事業継続案件である場合
は、事前相談時の手続きおよび申請書類の大幅な簡素化を行うとともに、標準処理期間を設定する
など、審査の一層の簡素化・迅速化を図るべきである。

【提案理由】
　鉱山や砕石山の採掘に際して国有保安林の解除申請を行う場合、現在、新規案件と事業継続案件
の区別なく、事前相談および本申請の手続きを行う必要がある。このため、全体計画に基づく継続案
件の場合、２回目以降の解除申請においても初回の解除申請と同様の手続きを繰り返すこととなり、
大きな負担となっている。
　事業継続案件は一度本申請を経ているため、事前相談の目的と思慮される「解除申請書の内容の
不備」や「当該事業に係る他の行政庁の許認可申請の未実施」といった問題が発生する可能性は低
いと考えられる。そこで、事業継続案件については、事前相談時の手続きにおよび申請書類の大幅な
簡素化を行うとともに、標準処理期間を設定するなど審査の一層の簡素化・迅速化を図るべきであ
る。
　要望の実現により、建設資材の安定的な提供が可能となり、今後予想される大規模災害からの復
興等の突発的な増産にも対応できるようになる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

農林水
産省

　保安林制度は、森林法（以下「法」という。）に基づいて水源の涵養、
災害の防備等の公共の目的を達成するために必要な森林を農林水産
大臣又は都道府県知事が指定し、その森林の有する公益的機能の維
持・向上を図るため、一定の伐採・転用規制等を課すものです。
　国有保安林を他の用途に転用する場合は、保安林の指定の解除が
必要となりますが、転用に係る解除にあたっては、水源の涵養、災害の
防備等の公共目的の達成に支障が生じないよう、保安林の機能を代替
する防災施設（以下「代替施設」という。）の設置等が必要になります。
また、転用に係る解除にあたっては、防災施設の計画の他、用地事
情、実現の確実性等の解除要件に照らして審査を行うこととしていま
す。

森林法第26条、
第27条

現行制度
下で対応
可能
その他

　国有保安林は、森林の有する水源の涵養、災害防備等の機能の発揮を目的とする国土保全
施策であるため、森林以外の用途への転用を抑制すべきものであり、国がその保全に責任を
持つことが特に求められているものです。このような中でやむを得ず他の用途に転用するため
の解除を行う必要がある場合には、これらの公共目的の達成に支障が生じないようにするた
め、現地の自然条件に応じた代替施設設置の計画や、用地事情その他の解除要件の審査等を
行うことは、不可欠な事項です。ただし、このような場合にあっても、手続きは必要最小限のもの
とすべきと考えています。
　このため、御提案のような、全体計画に基づき期別実施計画に従って保安林の解除申請を継
続して行おうとする場合であって、初回の解除申請の際、全体計画及び当該申請に係る実施計
画の内容について審査を了したものについては、計画の内容が全体計画と異なっていない限
り、第２回目以降の解除申請に係る用地事情等の解除要件の審査は省略できることとして運用
しております。
　なお、代替施設設置等の計画のうち一定の書類（土捨場容量計算書、代替施設安定計算書、
排水施設流量計算書、流出土砂貯留施設計算書及び洪水調節施設等計算書）については、個
別の箇所ごとの計算書を全て添付する必要はなく、「とりまとめ表」に箇所ごとの計算値や計算
因子、公式等をまとめて記載することや、土量計算書については、一定の事項（切土、盛土及び
残土のそれぞれの総量並びにその処理方法）を記載することで差し支えないとするなど、申請
者の負担を軽減し、審査の迅速化を図るため、できるだけ手続を簡素化する運用を行っている
ところです。今後においても、このような手続きの簡素化・迅速化について、関係団体や事業者
等に対して一層の周知・説明を図っていく考えです。

280318035 27年
12月14日

28年
1月27日

28年
3月18日

農業生産法
人（農地所有
適格法人）の
構成員要件
の緩和等、農
地規制の更な
る見直し

【提案の具体的内容】
農業分野への新規参入の促進、および参入法人の健全で安定的な経営・事業環境の整備等の観点
から、農業生産法人の構成員要件等の農地規制の更なる緩和を迅速に進めることが必要。具体的に
は、企業による農業生産法人の過半の議決権取得を認めるとともに、企業による農地所有を可能と
すべき。

【提案理由】
2009年12月に施行された改正農地法により、リース方式による企業の農業参入は原則自由化された
ものの、貸主に解除権があるなど、借主にとっては不利な内容となっている。農家の後継者不足の解
消、および農業経営の大規模化による生産性向上を実現するためには、企業に農業参入を促進する
ことが不可欠であり、農業生産法人の要件緩和等のさらなる見直しを行うことが必要。

(一社)日
本経済
団体連
合会

農林水
産省

１　法人が農地の所有権を取得する場合は、次の要件を満たす必要が
あります。
①　法人形態が、株式会社（公開会社でないもの）、農事組合法人、合
名・合資・合同会社のいずれかであること.。
②　主たる事業が農業（農産物の加工・販売等の関連事業を含む。）で
あること。
③　原則として農業関係者が総議決権の４分の３以上を占めること（平
成28年４月１日以降は、２分の１超）
④　役員の過半が農業に常時従事する構成員であること等

２　ただし、農地について賃借権又は使用貸借による権利を設定する場
合には、上記の要件を満たさない場合であっても農地の権利を取得す
ることが可能です。

農地法第２条第３
項第２号、第３条
第２項第２号及び
第３項

対応不可

　企業の農業参入については、平成21年の農地法改正でリース方式により全面自由化され、同
法改正後に1,898法人が参入するなど、農業界・経済界が連携して前向きに推進していける状
況にあります。
　他方、企業の農地所有については、参入した企業が農業から撤退した場合、当該企業の所有
する農地が耕作放棄地や産廃置場になってしまうのではないかといった農業・農村の懸念があ
り、また、（リース方式のリース契約解除のような）確実な原状回復手法が確立されていないこと
から、対応することは困難です。
　なお、農地を所有できる法人の要件については、先の国会で成立した「農業協同組合法等の
一部を改正する等の法律」において、このような懸念のない範囲で、法人の６次産業化等経営
発展を推進していく観点から、議決権要件や役員の農作業従事要件を見直すこととしています
が、更なる要件の緩和については、「日本再興戦略」（平成26年６月24日閣議決定）において、
「農地中間管理事業の推進に関する法律」の５年後見直し（法附則に規定）に際して、それまで
にリース方式で参入した企業の状況等を踏まえ検討することとされています。

△280215052
27年
11月12日

27年
12月9日

28年
2月15日

①学校給食
乳制度を抜本
的に改革する
こと。

②また、指定
団体の現行
の学校給食
乳向け乳価を
廃止し、生乳
の供給業者
は競争原理
に基き決定す
ること。

③さらに、遠
隔地等差額
経費の補助
金は乳業に
直接支払わ
れるようにす
ること。

【具体的内容】
　学校給食乳を製造している中小乳業は指定団体から飲用向け乳価よりも割高な学校給食向け価格
で原乳を仕入れ、製造を行っています。この原乳を指定団体外であるアウトサイダーのものに置き換
えることができれば、原乳価格は下がり、最終供給価格も現在より安価になるはずです。
　しかしながら、アウトサイダーの生乳で学校給食乳を製造しようとすると、必ず当該県の指定団体に
よる妨害にあっているのが現状です。学校給食乳の供給業者となるには同業社の供給代行契約や、
指定団体の認可を受ける必要があり、大きな壁となっています。
　そこで、学校給食乳も通常の飲用向け価格とし、１年毎の単発入札によって談合しにくい制度に工
夫する等して、アウトサイダーの生乳でも学校給食乳を製造できるよう環境を整備すること。
　また、遠隔地等差額経費の補助金は乳業に直接支払われるようにすること。

【提案理由】
　学校給食乳は飲用向け乳価よりも5円／kgほど高く指定団体や生産者の大事な収入源ですが、これ
が組織改革の妨げになっている。
　学校給食乳については、地場産の生乳を優先することを前提に入札による調達が定められていま
す。「学乳協議会」および「牛乳普及協会」が、補助金交付を含め事業運用の上で大きな役割を担って
います。
　入札制度は、昭和57年の『学校給食用牛乳供給事業』改正により導入されましたが、「談合」が横行
しています。都道府県によって違いはありますが、学校給食乳の供給業者となるには、2年連続しての
最安値による落札と、供給代行契約を近隣同業者との間で結ぶことが条件で、指定団体の認定が必
要とされ、実質的に学校給食乳は指定団体の生乳を使わなければ供給できない状況にあります。本
来の競争原理とは乖離したものになっていると言わざるを得ません。
　地場産の生乳使用については『酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律』（昭和二十九年六月十
四日法律第百八十二号）において、国産牛乳の消費振興ならびに流通の合理化が求められている
が、現実には談合の横行と補助金の受け皿としての組織存続は既得権益の保持に他ならず、各県の
指定団体を廃止するには学校給食乳制度の改革が不可欠であると考えられます。

㈱ММＪ
農林水
産省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

280318036 27年
12月14日

28年
1月27日

28年
3月18日

砂糖・でん粉
の価格調整
制度の廃止

【提案の具体的内容】
国内生産者保護のために設けられている砂糖・でん粉の価格調整制度を廃止すべきである。

【提案理由】
砂糖・でん粉については、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補正するため、安価な輸入
品から調整金を徴収し、これを主たる財源として、国産品の生産者および製造業者に対し、国産品の
生産・製造コストと販売額との差額相当の交付金を交付している。しかし、マークアップや調整金は、
企業のコスト競争力の低下および消費者の負担増につながっている。

(一社)日
本経済
団体連
合会

農林水
産省

砂糖・でん粉については、価格調整制度の下、輸入糖・コーンスターチ
用輸入とうもろこし等と国内産品との内外コスト格差を是正するため、
①輸入糖・コーンスターチ用輸入とうもろこし等から調整金を徴収すると
ともに、
②これを主な財源として、生産者及び製造事業者に対し、生産・製造経
費と製品の販売価格との差額相当分の交付金を交付する政策支援
を実施しています。

砂糖及びでん粉
の価格調整に関
する法律第五
条、第十九条、第
二十一条、第二
十七条、第三十
三条、第三十五
条

対応不可

砂糖・でん粉は、国民生活上なくてはならない基礎的物資であり、我が国食料安全保障上も極
めて重要な品目であることから、安定的に生産できる体制を維持することが必要です。また、原
料となるさとうきび、てん菜、かんしょ及びばれいしょは、関連産業とともに沖縄県、鹿児島県及
び北海道の地域経済や地域の雇用を維持するため極めて重要な作物です。一方で、これらの
作物には国内生産者の経営努力では埋めることのできない内外の競争条件の格差が存在する
ため、国内産砂糖・でん粉の安定供給、自給率の向上、及び地域経済・雇用の維持のために
は、本制度の安定的な運営が必要であると考えています。

280318037 27年
12月14日

28年
1月27日

28年
3月18日

畜肉加工品
（輸入品）の
動物検疫に
関するルール
変更

【提案の具体的内容】
「鶏の唐揚げ」などの加熱加工品に対する動物検疫について、港湾地区の倉庫のみならず、内陸倉
庫でも受けれるようにすべき。

【提案理由】
「鶏の唐揚げ」などの加熱加工品を海外から輸入する場合、動物検疫を受けなければいけないが、検
疫場所が港湾地区に限定されているのが実情である。
このため、動物検疫のために港湾地区の倉庫へ運搬・入庫し、検疫後に内陸倉庫へ再び輸送しなけ
ればならず、輸送・入出庫コストが余分にかかるだけでなく、貨物の積み下ろし作業に必要な人員も確
保しなければならないなど、負担が大きい。加熱加工品は加熱処理をしており、かつ内陸倉庫へは冷
凍輸送を行うことから、港湾地区外の倉庫で検疫を行ったとしても問題が生じるとは考え難い。

(一社)日
本経済
団体連
合会

農林水
産省

　海外から輸入される動物、畜産物については、家畜の伝染性疾病の
侵入を防止し、適切かつ効率的にリスク管理を行うため、当該製品の到
着後、迅速に輸入検査を実施する必要があります。
　このことから、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）において、
動物検疫所又は特定の飛行場・港湾内の家畜防疫官が指定する検査
場所（以下「防疫官指定検査場所」という。）で行う旨規定しています。
　ただし、特別な事由があるときは、農林水産大臣の指定するその他の
場所（以下「大臣指定検査場所」という。）で輸入検査を行うことができま
す。

家畜伝染病予防
法第38条、第40
条
家畜伝染病予防
法施行規則第47
条

現行制度
下で対応
可能

　畜産物の品質維持のため特別な管理を必要とする場合等、防疫官指定検査場所で検査を行
うことが困難な場合であり、かつ、家畜防疫上、当該物を防疫官指定検査場所以外の場所で検
査を行っても差し支えないと認められる場合には、大臣指定検査場所として指定することができ
ます。
　ただし、大臣指定検査場所指定を行った場合、動物検疫所の業務に追加的負担が生じること
に留意する必要があります。

280318067 28年
1月13日

28年
2月9日

28年
3月18日

㈱農林漁業
成長産業化
支援機構にお
ける「農林漁
業成長産業
化ファンド」の
出資対象要
件の緩和

㈱農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE）による「農林漁業成長産業化ファンド」の出資対象要件
（農林漁業者の議決権割合が他の事業者を上回っていること）を緩和する。

【提案理由】
A-FIVEと地方銀行等が組成する「農林漁業成長産業化ファンド」（以下、「ファンド」）は、６次産業化に
取り組む事業体（６次化事業体）に対し、出資による支援を行っている。
６次化事業体の意思決定において農林漁業者の主導性を確保する観点から、ファンドの出資を受け
るためには、農林漁業者の議決権割合がその他の事業者（２次・３次産業事業者）を上回っていること
が必要とされている（注１）。
（注１）６次化事業体の議決権について、農林漁業者の議決権割合が２次・３次産業事業者を上回って
いることを要件に、ファンドから原則として総議決権の50％まで出資を受けることができる。
この点について、会員行からは、農林漁業者の資金力が乏しく、議決権要件を満たせないため、ファ
ンドが出資できないケースが多いとの声が聞かれる。
平成26年10月、農林漁業者の出資負担を軽減するため、一定の要件を満たす場合に、ファンドの出
資上限（50％）を超過できる特例を設けたが、活用が十分に進んでいるとは言い難い（注２）。
（注２）平成27年12月現在で、ファンドの６次化事業体への出資実績は77件・約50億円。これは、ファ
ンド総額合計（全53ファンドで約690億円）の7.2％程度にとどまる。
本要件を緩和し、ファンドの出資対象が拡大すれば、わが国の農林水産業の付加価値向上、成長産
業化に繋がる。

(一社)全
国地方
銀行協
会

農林水
産省

○株式会社農林漁業成長産業化支援機構法（平成24年法律第83号。
以下「機構法」という。）は、我が国農林漁業を、農林漁業者の所得を確
保し、農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業とす
ることを目的としており、そのために株式会社農林漁業成長産業化機
構（以下「機構」という。）は、農林漁業者が主体となった国内外におけ
る新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出資等の支援を行うこ
ととされています。このため、支援対象となる事業者は、地域資源を活
用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律（平成22年法律第67号。以下「六次産業化・地
産地消法」という。）に基づく総合化事業計画の認定を受けた「農林漁
業者等」とされています。

○この「農林漁業者等」は、農業者、林業者若しくは漁業者又はこれら
の者の組織する団体（これらの者が主たる構成員又は出資者となって
いる法人を含む。）とされています（六次産業化・地産地消法第３条第１
項）。

○機構の支援対象となる「農林漁業者等」たる６次産業化事業体は、原
則、農林漁業者ではないパートナー企業との合弁事業体となるため、農
林漁業者等が主たる出資者であることをもって、機構の支援対象となる
「農林漁業者等」と位置づけています。なお、２次・３次分野の事業者で
あっても農林漁業に参入していれば農林漁業者に該当することとなりま
す。

地域資源を活用
した農林漁業者
等による新事業
の創出等及び地
域の農林水産物
の利用促進に関
する法律　第３条
株式会社農林漁
業成長産業化支
援機構法　第21
条

現行制度
下で対応
可能

○農林漁業の成長産業化を推進する上で、農林漁業成長産業化ファンドが、農林漁業者等自
らによる６次産業化の取組を支援対象としていることから、これに伴う出資対象事業者の議決権
割合の取扱について見直すことは不適当と考えています。

○しかしながら、本提案の理由である農林漁業者の出資負担軽減の観点においては、本ファン
ドの支援対象となる６次産業化事業体の設立にあたって、無議決権株式をはじめ、資本性劣後
ローンの活用などにより、農林漁業者の実質的な出資負担を軽減することが可能となっており、
このことについては、平成26年10月にファンド活用のガイドラインを策定し、周知してきたところ
です。
（参考）平成28年2月現在の活用実績：無議決権株式 6件、資本性劣後ローン 19件
 うち、平成26年10月以降の活用実績：無議決権株式 5件、資本性劣後ローン 15件

○また、ご指摘のサブファンドの出資割合の引き上げの特例についても、無議決権株式や資本
性劣後ローンの活用を含め、農林漁業者等の出資負担の軽減措置の一つとして、引き続き、周
知していきたいと考えております。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

280318075 28年
2月17日

28年
2月25日

28年
3月18日

耕作放棄地
における一時
的な林地転用
に対する柔軟
な対応につい
て

△
現行制度
下で対応
可能

　農地は本来食料生産に用いるものであり、御提案のあった耕作放棄地の林地転用は、20年と
いう樹木の生育期間の長期性に鑑み、一時的なものとするのは困難と考えます。
　しかし、耕作放棄地が再生利用困難なものであり、非農地との判断がなされれば、農地転用
許可を受けなくとも林地への転用は可能です。また、再生利用可能な耕作放棄地に該当する場
合は、農地転用許可が必要となります。
　御提案については、まずは、耕作放棄地が再生利用困難なものか否かの仕分けをもとに非農
地判断を行う農業委員会に相談していただくことが重要です。転用許可が必要な場合は、許可
の可否について、個別に土地利用の状況等を踏まえて判断することとなりますので、具体的な
計画を基に、農業委員会や都道府県等に相談していただくことが重要です。
　上記の農地法の手続等により、林地転用を行った耕作放棄地における森林の造成を行うこと
が可能となりますが、その場合、地域森林計画の対象森林に編入され、早生樹の造成を含む
森林経営計画を作成できるよう、具体的な事業計画や施業実績等を基に、まずは都道府県に
相談していただくことが重要です。
　なお、国としても、早生樹等の活用はチップ用材等の供給にも期待できることから、都道府県
及び市町村の林務部局に対して、早生樹等の施業事例や実証試験等の情報共有を図るなど
技術的助言を行ってまいりたいと考えます。

現在、未利用材を原料にしたバイオマス発電所が至るところに建設され、地域によっては、原料となる
木材の取り合いや木材価格の高騰を招いています。
一方、新聞紙上では耕作放棄地が約40万ha存在するという記事が掲載されているうえに、TPP発効
後においては、更なる耕作放棄地の増加も懸念されます。
これらの状況を改善する一つの方法として、耕作放棄地における早生樹（20年程度で伐採できる燃
料・用材用の樹種）等の育成による一時的な林地転用を実施することを考えて、以下を提言致しま
す。

１．耕作放棄地の一時的な林地転用についての判断の柔軟化
北海道においては離農後の採草放棄地が多く、面積的にも２ha、４haを超えるものも少なくありませ
ん。現状のルールでは、大規模な農地転用には、知事や農林水産大臣認定による転用許可が必要と
なります。
このような大面積の農地の場合も含め、一時的な林地転用については、市町村農業委員会での裁量
を認め、期間満了後に改めて農地に戻すか・林地を継続するかを判断できる制度を創設して頂けない
でしょうか。（20年程度の伐採計画である早生樹の林地であれば、農地への転換が必要となった際に
は、抜根、耕転し農地に戻すことが容易と考えます。）

２．耕作放棄地の一時的な林地転用における森林法上の計画対象森林へのみなし制度
現に耕作放棄されている若しくは当面耕作の見込みのない農地において、上記のとおり早生樹等を
植栽する場合には、収穫までの期間において、当該農地を森林法第5条の計画対象森林としてみな
し、森林経営計画の作成が可能になるような制度を創設頂けないでしょうか。
また、このためには、森林経営計画制度においても早生樹等に対する基準が必要と考えます。近年
における精英樹選抜や成長の早い樹種の開発・改良技術の進歩により、国内林業の活性化を促進
することができます。

これらの制度ができれば、耕作放棄地や遊休農地などの有効活用が図れる上に、再生可能なエネル
ギーの原料供給地としての機能を果たすことが出来ると考えられます。
また、平成２７年８月に閣議決定された「国土形成計画」に記載されている「適切な管理を続けることが
困難な中山間地域の荒廃農地等の土地については、森林等の新たな生産の場としての活用や・・・
（略）・・・を図る。」という主旨に合致するものと考えられます。

住友林
業株式
会社

農林水
産省

【１】
　農地に木を植えて20年程度で伐採する場合は、木の生育期間が長期
にわたることから、一時的な利用のための転用ではなく、恒久的な転用
に該当することとなります。

　また、耕作放棄地については、
①　再生利用困難なものは、農業委員会が非農地と判断することによ
り、農地法における農地には該当しないこととなり、農地転用許可は不
要となります。
②　他方、再生利用可能なものについては、再生して農業に活用してい
くことが基本ですが、集団的農地等の優良農地以外の農地について
は、転用許可が可能です。

　この農地転用の許可については、
①４ヘクタール以下の農地を転用する場合には、都道府県知事が
②４ヘクタールを超える農地を転用する場合には、農林水産大臣が
それぞれ許可を行うこととされています。

　また、地方自治法において、
①都道府県が、都道府県知事の権限に属する事務の一部を市町村に
権限移譲すること
②市町村が、その権限に属する事務を農業委員会に事務委任すること
ができることとされています。
　なお、この仕組みにより、北海道においては、北海道知事の権限が
130市町村に移譲されています（平成27年４月１日現在。農林水産省調
べ。）。

　なお、昨年６月に公布された地方分権改革一括法に基づく農地法の
改正により、平成28年４月以降、
①４ヘクタール超の農地転用に係る権限について、都道府県知事に移
譲するとともに、
②農林水産大臣が、農地の確保に責任をもって取り組む市町村を指定
し、当該市町村に都道府県と同様の権限を移譲する
こととされています。

【２】
　【１】で説明したとおり、ご提案の内容は農地の恒久的な転用に該当す
るため、
①　再生利用困難な耕作放棄地については、農業委員会が非農地と判
断した場合
②　再生利用可能な耕作放棄地については、農地転用許可を受けた場
合
に森林を造成することが可能となり、森林法第５条に規定する地域森林
計画の対象森林（森林の有する諸機能の発揮を図っていかなければな
らない森林であり、森林の整備及び保全に係る施策や規制等の対象と
なる民有林）として編入することができます。
　
　なお、森林経営計画制度では、計画の認定に当たって、伐採、植栽、
間伐などに係る施業の認定要件を満たす必要がありますが、これら認
定の基準については、市町村森林整備計画において定めることとされ
ています。ご指摘のあった早生樹等の伐採、植栽、間伐等に係る基準
についても、立地条件や地域における木材の利用状況、施業の実績等
を勘案して、市町村森林整備計画において定めることが可能です。

【１】
農地法第４条、第
５条

【２】
森林法第５条、第
11条


